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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ２．第42期から、１株当たりの各数値の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企 

       業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 

      第４号）を適用しております。                            

３．第42期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（百万円） 366,665 381,738 373,217 383,448 379,378 

経常利益（百万円） 24,381 24,778 18,450 19,769 18,511 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
5,848 △1,161 4,824 7,338 6,683 

純資産額（百万円） 99,413 96,515 102,351 89,463 93,605 

総資産額（百万円） 250,936 254,537 243,366 244,328 229,566 

１株当たり純資産額（円） 854.99 830.18 879.54 822.17 861.02 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
50.29 △9.99 40.64 66.63 61.44 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 63.44 56.11 

自己資本比率（％） 39.6 37.9 42.1 36.6 40.8 

自己資本利益率（％） 5.9 △1.2 4.9 7.7 7.3 

株価収益率（倍） 43.74 － 43.55 26.44 30.60 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
21,557 29,484 30,942 28,190 29,921 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△23,736 △30,785 △22,335 △11,286 △14,833 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△8,542 5,389 △12,279 △18,381 △17,187 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
22,405 26,364 22,544 21,031 19,007 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

6,719 

[41,682] 

7,269 

[41,662] 

6,498 

[42,644] 

6,574 

[44,435] 

6,100 

[44,987] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第40期及び第41期の１株当たり純資産額は、当期末の発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数を用

いて算定しております。 

３．第40期及び第41期の１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、当期の発行済株式総数から自己株式数

を控除した期中平均株式数を用いて算定しております。 

４．第42期から、１株当たりの各数値（配当額は除く）の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第42期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（百万円） 275,363 285,145 280,873 281,905 279,628 

経常利益（百万円） 21,037 21,149 14,259 15,552 15,192 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
2,102 △12,640 4,071 6,002 5,697 

資本金（百万円） 12,904 12,904 12,904 12,904 12,904 

発行済株式総数（株） 116,290,838 116,290,838 116,290,838 118,000,000 118,000,000 

純資産額（百万円） 106,217 91,685 94,022 70,600 74,150 

総資産額（百万円） 211,567 209,997 200,025 206,265 202,957 

１株当たり純資産額（円） 913.50 788.63 808.06 648.73 682.10 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)(円) 

20 

(10) 

20 

(10) 

20 

(10) 

20 

(10) 

24 

(12) 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
18.08 △108.72 34.33 54.44 52.41 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 51.83 47.86 

自己資本比率（％） 50.2 43.7 47.0 34.2 36.5 

自己資本利益率（％） 2.0 △13.8 4.4 7.3 7.9 

株価収益率（倍） 121.69 － 51.56 32.37 35.87 

配当性向（％） 110.6 － 58.3 36.7 45.8 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

4,010 

[32,801] 

4,540 

[33,041] 

4,625 

[34,210] 

4,533 

[34,371] 

4,275 

[34,674] 



２【沿革】 

昭和37年４月 当社の前身、ことぶき食品有限会社を設立。 

昭和44年７月 有限会社から株式会社ことぶき食品に組織変更。 

昭和45年７月 東京都府中市にファミリーレストランすかいらーく第１号店（国立店）を出店。 

昭和49年11月 株式会社ことぶき食品から株式会社すかいらーくに商号変更。 

昭和52年12月 埼玉県東松山市にセントラルキッチン東松山工場（現・東松山マーチャンダイジングセンター）

開設。 

昭和53年７月 東京店頭市場（現・JASDAQ市場）に株式公開。 

９月 関西地区第１号店（三国店）を大阪市淀川区に出店。 

昭和54年５月 全額出資子会社株式会社サンボ（現・連結子会社 株式会社ジョナサン）設立。 

昭和57年８月 東京証券取引所市場第二部に株式上場。 

昭和59年６月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

７月 東北地区第１号店（仙台藤松店）を宮城県仙台市に出店。 

 九州地区第１号店（本城店）を福岡県北九州市に出店。 

昭和60年８月 福岡県太宰府市に太宰府工場開設。 

12月 全額出資子会社株式会社藍屋設立。 

昭和61年８月 株式会社ジョナス（現・連結子会社 株式会社ジョナサン）東京店頭市場に株式公開。 

昭和62年３月 兵庫県西宮市に関西工場（現・西宮マーチャンダイジングセンター）開設。 

４月 東京都昭島市に昭島工場（現・昭島マーチャンダイジングセンター）開設。 

５月 株式会社テスコ（現・持分法適用関連会社）の株式過半数を取得。 

12月 全額出資子会社株式会社バーミヤン設立。 

昭和63年４月 四国地区第１号店（栗林公園店）を香川県高松市に出店。 

７月 群馬県前橋市に前橋工場開設。 

８月 株式会社藍屋東京店頭市場（現・JASDAQ市場）に株式公開。 

平成２年８月 群馬県邑楽郡に館林工場（現・館林マーチャンダイジングセンター）開設。 

平成３年５月 群馬県藤岡市に藤岡工場（現・藤岡マーチャンダイジングセンター）開設。 

平成４年３月 神奈川県厚木市に厚木流通センター（現・厚木物流センター）開設。 

平成５年７月 ニューファミリーレストラン「ガスト」出店開始。 

平成６年12月 グループの共同出資による立地開発会社として株式会社エス・ジー・ケー（現・連結子会社 株

式会社すかいらーくＤ＆Ｍ）設立。 

平成９年６月 千葉県印旛郡に酒々井工場（現・酒々井マーチャンダイジングセンター）開設。 

７月 株式会社バーミヤン東京店頭市場（現・JASDAQ市場）に株式公開。 

平成10年３月 神奈川県相模原市に神奈川工場（現・相模原マーチャンダイジングセンター）開設。 

平成11年７月 子会社株式会社バーミヤンと合併。 

平成12年７月 子会社株式会社藍屋と合併。 

平成12年11月 北海道地区第１号店（札幌平岡店）を札幌市に出店。 

平成13年６月 岐阜県可児郡に中京工場（現・岐阜マーチャンダイジングセンター）開設。 

12月 沖縄県に那覇新都心店を開店し、全都道府県への出店を達成。 

平成14年７月 福岡県北九州市に北九州工場（現・北九州マーチャンダイジングセンター）を開設。 

 平成15年６月  宮城県黒川郡に仙台マーチャンダイジングセンターを開設。 

     11月 ファミリーレストラン「ガスト」が直営テーブルレストランとして、世界初1,000店舗（八王子寺

町店）達成。 

         12月 株式会社ビルディ（現・連結子会社）を完全子会社化。 

 平成16年４月 ニラックス株式会社（現・連結子会社）を完全子会社化。 

７月 株式会社ジョナサンを株式交換により完全子会社化。 

７月 讃岐うどん事業「さぬき小町」の営業を株式会社すかいらーくレプロにて譲受け。 

12月 マーチャンダイジングカンパニーにて、ＩＳＯ認証（ＩＳＯ９００１・ＩＳＯ１４００１・ＯＨＳ

ＡＳ１８００１）を一括取得。 

 平成17年９月 中華ファミリーレストラン「バーミヤン」が全都道府県への出店を達成。  

９月 株式会社小僧寿し本部（現・持分法適用関連会社）との資本業務提携契約締結。 

10月 株式会社小僧寿し本部の株式30％を取得。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社15社及び関連会社４社で構成され、レストラン等の経

営及び食品等の販売、店舗建設・店舗設備のメンテナンスを主な内容とする事業活動を展開しております。 

 事業内容と当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。 

(注）１．前連結会計年度において連結子会社であった㈱テスコについては、平成17年12月２日に株式の一部を売却し

関連会社となったため、持分法の適用範囲に含めております。また、㈱小僧寿し本部については、平成17年

10月６日に当社が同社株式の一部を取得したため、持分法の適用範囲に含めております。 

２．喜客来股份有限公司は、平成17年８月１日をもって、会社分割によりレストラン事業部門を雲雀國際股份有

限公司に新設分割したため、新たに雲雀國際股份有限公司を連結の範囲に含めております。 

３．前連結会計年度において連結子会社であったひばり開発㈱、HIBARI GUAM CORP.及び

BEACH TOWERS RESTAURANT INC.については、当連結会計年度において清算したため、連結の範囲から除いて

おります。 

区分 主要な事業内容 主要な会社 

外食及び食品 国内 レストラン等の経営、グループ会

社向運送業 

当社、㈱ジョナサン、㈱ビルディ、ニラックス㈱、 

㈱フロジャポン、㈱ジャパンカーゴ、㈱小僧寿し本部 

その他  ２社 

（当該事業に携わっている会社総数  ９社） 

食品類の販売等 フレッシュすかいらーく㈱ 

（当該事業に携わっている会社総数  １社） 

海外 レストラン経営等 喜客来股份有限公司、雲雀國際股份有限公司 

THAI SKYLARK CO.,LTD. 

その他  １社 

（当該事業に携わっている会社総数  ４社） 

建築 国内 店舗の設計、施工、改修及び店舗

設備のメンテナンス 

㈱テスコ、㈱すかいらーくＤ＆Ｍ 

（当該事業に携わっている会社総数  ２社） 

その他 国内 店舗立地開発、保険代理業等 ㈱すかいらーくＤ＆Ｍ、ひばり開発㈱、 

㈱すかいらーくケアサービス、 

㈱オンワードスカイラークス 

その他  １社 

（当該事業に携わっている会社総数  ５社） 

塩ビ加工壁紙等の製造販売 ㈱テスコ 

（当該事業に携わっている会社総数  １社） 



   以上の企業集団についての事業の系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

(2）持分法適用関連会社 

（注）１．主要な事業内容欄には、事業種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．※１：株式会社ジョナサンについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 

３．※２：喜客来股份有限公司は、平成17年８月１日をもって、会社分割によりレストラン事業部門を雲雀國際股

份有限公司に新設分割したため、新たに雲雀國際股份有限公司を連結の範囲に含めております。 

４．※３：前連結会計年度において連結子会社であった㈱テスコについては、平成17年12月２日に株式の一部を売

却し関連会社となったため、持分法の適用範囲に含めております。 

５．※４：㈱小僧寿し本部については、平成17年10月６日に当社が同社株式の一部を取得したため、持分法の適用

範囲に含めております。 

６．※５：有価証券報告書の提出会社であります。 

名称 住所 資本金(百万円) 主要な事業内容 
議決権の所
有割合(％) 

関係内容 

株式会社ジョナサン※１ 
東京都 

武蔵野市 
100 外食及び食品 100.0 

食材等の供給、資金の貸付 

役員の兼任あり 

株式会社ビルディ 
東京都 

武蔵野市 
100 外食及び食品 100.0 

食材等の供給、資金の貸付、 

役員の兼任あり 

ニラックス株式会社 
東京都 

 武蔵野市 
100 外食及び食品 100.0 

食材等の供給、資金の貸付、 

役員の兼任あり 

株式会社フロジャポン 
東京都 

武蔵野市 
10 外食及び食品 100.0 食材等の供給、役員の兼任あり 

株式会社ジャパンカーゴ 
埼玉県 

東松山市 
100 外食及び食品 100.0 

配送業務の委託、資金の貸付、

債務保証、役員の兼任あり 

フレッシュすかいらーく株式会社 
東京都 

日野市 
10 外食及び食品 100.0 資金の貸付、役員の兼任あり 

喜客来股份有限公司※２ 台湾 
ＮＴドル 

548,000千 
外食及び食品 99.4 役員の兼任あり 

雲雀國際股份有限公司※２ 台湾 
ＮＴドル 

150,000千 
外食及び食品 100.0 資金の貸付、役員の兼任あり 

株式会社すかいらーくＤ＆Ｍ 
東京都 

武蔵野市 
20 建築、その他 100.0 

店舗清掃・修繕等の委託、売店

商品の仕入、資金の貸付、 

役員の兼任あり 

ひばり開発株式会社 
東京都 

武蔵野市 
10 その他 100.0 

保険料の支払、資金の貸付、 

役員の兼任あり 

名称 住所 資本金(百万円) 主要な事業内容 
議決権の所
有割合(％) 

関係内容 

株式会社テスコ※３※５ 
東京都 

武蔵野市 
730 建築、その他 22.3 店舗新築・改修工事等の委託 

株式会社小僧寿し本部※４※５ 
東京都 

豊島区 
1,458 外食及び食品 30.8 業務提携あり 

主要な損益情報等 (１）売上高 

(２）経常利益 

(３）当期純利益 

(４）純資産額 

(５）総資産額 

55,225 

1,897 

673 

19,097 

29,738 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は１日８時間換算による年間の平均人数を（ ）外数で記載して

おります。 

    ２．建築セグメント及びその他セグメントの従業員数が前連結会計年度末に比し、それぞれ102名及び141名減少

しましたのは、前連結会計年度末において連結子会社であった㈱テスコが、当連結会計年度末において関連

会社となったことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は１日８時間換算による年間の平均人員を（ ）外数で記載して

おります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

外食及び食品 5,840 (44,769) 

建築 205 (210) 

その他 55 (8) 

合計 6,100 (44,987) 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

4,275 

(34,674) 
33.6 9.1 5,469,262 

○ 名称 すかいらーく労働組合他 

○ 所属上部団体 ＵＩゼンセン同盟 

○ 労使関係 労使関係は円満に推移し、特記すべき事項はありません。 

○ 組合員数 3,673人 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の日本の消費は、着実な景気回復を背景に価格重視型から品質重視型への変化が鮮明となり、大きな

転換点を迎えました。この外部環境の変化に対応して当社グループの施策もマーケティング強化へと大きく方向転換を

してまいりました。 

 特に、夢庵は地域別マーケティングを向上させるための地域別組織体制の構築、食材の毎月10品目改善などの施策に

より、既存店日商は21ヵ月連続で前年を超え続けております。 

またグラッチェガーデンズは、グリルメニューやライスメニューを強化すると共に、店舗での調理品質の向上を図っ

た結果、男性客、ファミリー客の獲得に成功し、既存店日商は８ヵ月連続で前年を超えております。 

主力業態のガストにつきましては、次の時代に向けたモデルチェンジを進めるために、高品質のドリンクバーの導

入、カフェをイメージしたオープンキッチンタイプ店舗へのリニューアルなどに取り組みました。次年度に成果を上げ

る準備は整いましたが、施策が遅れ気味だったために増収に貢献はできませんでした。 

一方、ジョナサン、ビルディにつきましては、売上高の不振が続いており、いまだ抜本策が立てられていないため、

次年度の大きな課題となっております。 

出店につきましては、143店にとどまったため、当連結会計年度末のグループ店舗数は、前年度末比74店増の3,213店

となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、379,378百万円と前期比1.1％の減収となりました。 

売上原価につきましては、購買・生産・物流部門での効率化等により、若干改善しておりますが、食肉価格の高止ま

りや円安の進行による輸入品への影響などにより計画対比では、未達となりました。 

販売管理費につきましては、売上高対比で前連結会計年度に対して0.8％増加しておりますが、これは既存店売上高

減少により固定費の売上高比率が上昇したことが主因です。なお、前年上期にはなかった株式会社ジョナサンの連結調

整勘定償却460百万円及び外形標準課税689百万円が、当連結会計年度より新たに販売管理費に計上されております。さ

らに原油価格の高騰によるエネルギーコストの増加やパート・アルバイトの時給単価上昇の影響もあり、当連結会計年

度の販売管理費は前期比668百万円増の233,459百万円となりました。 

これらの結果、当連結会計年度の営業利益は18,542百万円と前期比6.7％の減益、経常利益は18,511百万円と前期比

6.4％の減益となりました。当期純利益は6,683百万円と前期比8.9％の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

   ＜外食及び食品＞  

 外食及び食品セグメントにつきましては、前述のように既存店売上高前年比の伸び悩みなどにより、売上高は

370,009百万円と前期比0.6％の減収，営業利益は17,900百万円と前期比6.6％の減益となりました。 

   ＜建築＞  

 建築セグメントにつきましては、売上高は22,486百万円と前期比3.9％の減収、営業利益は259百万円と前期比6.8％

の減益となりました。 

   ＜その他＞  

 その他セグメントにつきましては、売上高は4,049万円と前期比21.7％の減収、営業利益は47百万円と前期比6.7％の

増益となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純利益、減価償却費及び連結調整勘定償却

額の合計で前期比1,007百万円減少しましたが、売上債権、仕入債務、その他の流動資産及びその他の流動負債の増減

額が前期比2,341百万円の収入増加要因となったこと、更に、利息及び法人税等の支払額が前期比693百万円の減少とな

ったこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前期比1,730百万円増加し29,921百万円の収入となりまし

た。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、出店及びガストを中心とする店舗リニューアル投資などにより

有形固定資産の取得による支出額が前期比1,802百万円増加しました。また、関係会社株式の取得による支出につきま

しても、㈱小僧寿し本部の株式取得による支出額が3,593百万円となり、前期比では3,505百万円増加しました。一方、

不動産ファンドへの土地、建物売却などにより、有形固定資産の売却による収入が2,479百万円発生し、前期比1,459百

万円の収入増加となりました。更に、投資有価証券の償還による収入が前期比989百万円の増加となりました。また、

㈱テスコ株式の一部売却による収入と、㈱テスコを連結範囲から除外したことによる現金及び現金同等物の減少などの



相殺により、連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売却による支出額が1,744百万円となりました。以上により、投

資活動によるキャッシュ・フローは前期比3,547百万円増加し14,833百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、自己株式の取得による支出が前期比34,587百万円減少しました

が、営業活動によるキャッシュ・フローが投資活動によるキャッシュ・フローを大きく上回り有利子負債の圧縮が進ん

だ結果、財務活動によるキャッシュ・フローは前期比1,193百万円減少し17,187百万円の支出となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注の状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１. 上記金額は外部顧客に対する売上高を示しております。 

２. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 前期比（％） 

その他 1,897 103.8 

合計 1,897 103.8 

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 前期比（％） 

外食及び食品 100,497 96.2 

建築 2,932 88.9 

その他 1,850 90.0 

合計 105,279 95.9 

事業の種類別セグメント 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高(百万円) 前期比（％） 

建築 5,211 80.5 238 － 

その他 3,693 97.0 44 84.8 

合計 8,904 86.6 282 541.1 

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 前期比（％） 

外食及び食品 369,992 99.4 

建築 5,688 79.3 

その他 3,697 90.7 

合計 379,378 98.9 



３【対処すべき課題】 

当社グループでは、売上高１兆円を達成し、日本国内のフードサービス事業で圧倒的なNo.１企業を目指すべく、

中期５ヵ年事業計画を策定し、以下の４点を重点政策にかかげております。 

①テーブルレストランマーケットにおけるシェアアップ 

 バーミヤン、夢庵など出店余地のある業態は品質の伴った出店を継続し、ガストなど出店余地が少ない業態は、

今後10年間においても収益の柱であり続けるためのモデルチェンジを行います。 

②中食事業の拡大 

 フロプレステージュ、八福などのテイクアウト業態は売上高100億円規模に拡大し、デリバリー事業であるルー

ムサービスは、日常動機に対応したビジネスモデルに再構築する事で、急速成長を実現します。 

③クイックサービス事業の拡大 

 産業化されていないか小規模企業の乱立となっている分野を重点にビジネスモデルを確立し、Ｓガスト、ブッフ

ェなどの大幅な事業拡大を目指します。 

④アライアンス・Ｍ＆Ａ及び海外市場本格進出 

 アライアンス・Ｍ＆Ａにおいては、フードサービス産業から参加企業を募り、経営統合などにより大同団結を導

いてまいります。さらに海外市場への本格進出の準備を行い、中期５ヵ年事業計画以後の成長を担保したいと考え

ております。  

以上の中期５ヵ年事業計画を達成するために、ホールディングス（ＨＤ）体制移行を視野に入れた新組織体制の整

備と、フードサービス業の重要な基盤であるマーチャンダイジング機能（調達・加工・供給）の強化を行ってまいり

ます。 

４【事業等のリスク】 

当社グループの事業等において、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は、主として以下のよ

うなものがあります。 

(1）法的規制及び制度 

当社グループは商法、証券取引法、法人税法をはじめ、食品衛生、店舗設備、労働、環境などに関わる法規制

や制度に基づいて活動しております。これら法規制や制度の変更や、解釈・適用の変更が行われた場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。  

特に、以下の二点については、重要であると認識しております。 

①減損会計 

 当社グループは店舗・工場・本部において土地、設備等を保有しており、減損会計を適用した場合、損失が発

生する可能性があります。 

②短期雇用者の厚生年金加入 

 厚生労働省は、公的年金制度について短期就業するパート従業員も一定の要件のもとで厚生年金に加入する方

向で検討に入ることになりました。本制度が改正・施行された場合、当社グループの保険料負担が増加し、業績

に悪影響を与える可能性があります。 

(2）食品事故 

当社グループ店舗において食品事故が発生した場合、当社グループの社会的イメージの失墜や損害賠償金支払

等によって、業績に悪影響を与える可能性があります。 

(3）食材調達 

①価格変動の激しい食材について 

当社グループが購入している食材価格には、市場価格並びに外国為替相場の動向により大きく変動するものが

含まれております。特に、米の不作や肉類等の輸入禁止措置などが食材価格を変動させ、当社グループの業績に

悪影響を与える可能性があります。 



また、食材の輸入禁止措置によって、一部の商品を販売することができなくなる可能性があります。 

②重要な取引関係について 

当社は、当社株式を平成17年12月末現在7,857千株（当社発行済株式総数の6.7％）所有する第１位株主、株式

会社エス・エイチ・コーポレーションと食材等の仕入取引があります。 

 当社グループは平成17年12月期における同社からの食材等の仕入依存度が約８割となっており、同社から仕入

ができなくなった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 なお、当社は同社株式を250株（同社発行済株式総数の0.002％）所有しております。 

 株式会社エス・エイチ・コーポレーションの概要 

イ．代表者の氏名 

代表取締役社長 茅野 亮 

ロ．当社との取引内容 

当社と同社との、最近２期間の取引の概要は次のとおりであります。 

第43期 (自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

 第44期 (自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２. 同社からの食材購入については、市場価格を参考に決定しております。 

３．上記金額のうち、第43期の取引金額は、株式会社エス・エイチ・コーポレーションが関連当事者でなくな

った時点（平成16年６月16日）以降の期間を含む年間の金額を記載しております。また、同期の資本金、

議決権の被所有割合及び期末残高は平成16年12月31日現在のものであります。 

ハ．当社との人的関係  

同社役員には当社の創業者３名(各人がそれぞれ当社発行済株式総数の2.8％ないし2.6％を所有)が就任して

おります。平成17年12月末現在における同社従業員12名全員は当社からの出向者であります。 

(4）個人情報の漏洩 

当社グループは社員・短期雇用者の個人情報及び、主にルームサービス事業において顧客情報を保有しており

ます。以上の個人情報が漏洩した場合、当社グループの信用が失墜し、業績に悪影響を与える可能性がありま

す。 

(5）異常気象について  

当社グループは郊外型のテーブルレストランを中心に事業展開をしており、天候による消費者の外出機会の増

減は当社グループ売上高を左右する要因となっております。このため平成16年下期に発生しました台風の度重な

る上陸のような異常気象が発生した場合、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。  

(6）ガスト業態への利益依存について  

ガスト業態は当社グループの主力業態であり、平成17年度の連結営業利益の51.9％を占めております。ガスト

業態については、今後も長期的に当社グループの収益源であり続けるために、既存店を中心に売上高の維持・増

大のための改善を続けておりますが、この改善が進まず既存店売上高が大きく減少する場合、当社グループの業

績に悪影響を与える可能性があります。  

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権の被所
有割合 

関係内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

東京都 

新宿区 
100 食材等の卸 

直接 

7.2％ 
－ 

同社から

の食材購

入 

70,765 
支払手形及

び買掛金 
3,679 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権の被所
有割合 

関係内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

東京都 

新宿区 
100 食材等の卸 

直接 

7.2％ 
－ 

同社から

の食材購

入 

83,943 
支払手形及

び買掛金 
4,788 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）資本業務提携契約 

当社は、平成17年９月28日に株式会社小僧寿し本部との間で、資本業務提携契約を締結しております。 

契約内容 ①当社グループのソーシング活動及びバイイングパワーの活用による㈱小僧寿し本部商品の品質向

上、原価低減  

 ②当社グループの物流・配送網の活用による㈱小僧寿し本部の品質向上、原価低減  

 ③当社グループの店舗開発及び、メインテナンス機能の㈱小僧寿し本部での活用 

(2）株式会社トマトアンドアソシエイツの株式取得（子会社化） 

当社は、平成18年３月15日開催の取締役会において、株式会社トマトアンドアソシエイツの株式126,880株

（発行済株式総数の100％）の取得を決議し、同日付で同社の株主と株式譲渡契約を締結いたしました。 

なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 注記事項（重要な後発事象）」及び「第５

経理の状況 ２財務諸表等 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1）当連結会計年度の経営成績の分析    

①売上高 

売上高は379,378百万円と前期比4,070百万円の減少となりました。 

 外食及び食品セグメントにおいては、酒販業を営む㈱フレッシュすかいらーくの店舗閉店による影響及び、他

の外食各社が既存店前年比の落ち込みを出店で補うことができなかったことなどから、売上高が前期比2,207百

万円の減少となりました。 

 また、建築セグメント及びその他セグメントにおいては、主に当社グループ内各社及び外食他社が出店を抑制

している影響により、売上高が前年比で2,032百万円減少しました。内、連結売上高に影響する外部顧客への売

上高は前年比で1,862百万円減少しました。 

②売上総利益  

外食及び食品セグメントにおいては、鶏肉を中心とした食肉の高騰や第４四半期における急激な円安といった

コストアップ要因があったものの、加工・供給体制の改善が進んだため、前期に対して若干良化しました。ま

た、原価率が相対的に高い建築セグメント及びその他セグメントの連結に占める割合が低下したため、連結では

売上総利益率が前期比0.5％上昇し、売上総利益は252,002百万円となりました。 

③販売管理費   

外食及び食品セグメントにおいては、パートタイマー時給の上昇による影響で人件費が約８億円、原油高騰に

よる影響でガス代が約５億円増加しました。さらに、連結では前期に発生していなかったジョナサンの連結調整

勘定の上期償却分460百万円、外形標準課税689百万円が新たに販売管理費に計上されております。また、販売管

理費率が相対的に低い建築セグメント及びその他セグメントの連結に占める割合が低下したため、連結の販売管

理費率が前期比0.8％上昇し販売管理費は233,459百万円となりました。 

④営業利益  

上記の結果、外食及び食品セグメントにおける営業利益は、前期比1,268百万円減少し17,900百万円、建築セ

グメント及びその他セグメントにおいては、前期比15百万円減少し306百万円となり、連結では前期比1,334百万

円減少し18,542百万円となりました。 

⑤営業外収益、営業外費用 

営業外収益につきましては、前期に発生した投資事業組合利益203百万円が当期は28百万円となったことなど

から、前期比291百万円減の1,261百万円となりました。 

 営業外費用につきましては、前期比14,661百万円の有利子負債の減少に伴い支払利息が前期比で265百万円減

少したことなどにより、前期比367百万円減の1,292百万円となりました。 

⑥特別利益、特別損失  

特別利益につきましては、前期に銀行株等の株式売却益1,100百万円を計上した一方、当期は㈱テスコ株式売

却により関係会社株式売却益834百万円、リゾート関連事業の清算終了に伴い関係会社清算益999百万円を計上し

たため、前期比539百万円増の2,242百万円となりました。 

 特別損失につきましては、例年計上されている閉店・リニューアル・設備入替えによって発生する損失に加

え、不動産ファンド※への土地及び建物の売却に伴う損失2,064百万円を計上したため、6,417百万円となりまし

た。なお、前期は固定資産処分損のほか、役員退職慰労金制度廃止に伴う支給予定額を計上したことなどによ

り、特別損失は6,571百万円を計上しており、前期比では154百万円の減少となりました。 

※ 減損会計の導入に伴い、会計上は損失計上済の土地の売却を希望する法人の増加等により、不動産マーケッ

トにおいて売却希望物件が増加傾向にあります。当該物件を当社出店対象に加えるため、次期以降は不動産フ

ァンドを活用して新店用地を購入し、当社グループがその土地を賃借するスキームを利用する予定です。 



⑦当期純利益  

税引前当期純利益は、前期比564百万円減の14,336百万円となりましたが、法人税合計は前期に発生した子会

社の再編に伴う法人税等調整額の戻り600百万円が今期には発生しなかったため、前期比286百万円増の7,532百

万円となりました。また、少数株主利益が前期比196百万円減の120百万円となった結果、当期純利益は前期比

654百万円減少し、6,683百万円となりました。 

(2）財政状態の分析  

①流動資産  

 流動資産につきましては、㈱テスコが連結範囲から除外された影響やリゾート関連事業の清算に伴う未収入金

を回収したことなどから、前期末比3,218百万円減の38,388百万円となりました。 

②固定資産 

 有形固定資産につきましては、不動産ファンドへの土地売却による3,210百万円の減少や、㈱テスコの連結範

囲からの除外等により、前期末比5,852百万円減の123,029百万円となりました。 

 無形固定資産につきましては、連結調整勘定が前期末比1,290百万円減少したことなどから、前期末比1,163百

万円減の11,645百万円となりました。 

 投資有価証券につきましては、取引銀行に対する優先出資証券は償還により1,000百万円減少しましたが、㈱

小僧寿し本部の株式取得による3,593百万円、㈱テスコの連結子会社から持分法適用関連会社への移行による

1,392百万円の発生等により、前期末比4,546百万増の11,225百万円となりました。一方、繰延税金資産は繰越欠

損金の解消が進んだ結果、前期末比8,033百万円減少し、投資その他の資産は前期末比4,504百万円減の56,433百

万円となりました。  

③負債 

 負債につきましては、㈱テスコの連結範囲からの除外による影響や、有利子負債14,661百万円の減少などによ

り、前期末比17,313百万円減の135,960百万円となりました。 

④少数株主持分及び資本  

 少数株主持分につきましては、㈱テスコの連結範囲からの除外により、欠損会社を除き連結子会社は全て

100％子会社となったため、計上されなくなりました。 

 資本につきましては、利益剰余金の前期末比4,189百万円増加などにより、前期末比4,141百万円増の93,605百

万円となりました。これにより、自己資本比率は、前期末36.6％から当期末40.8％と増加しました。  

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金については、営業キャッシュ・フローを充当することを基本とし

ております。当期は当初計画より出店が抑制された部分のほぼ全額を、金融機関からの借入金及び社債の返還に

当てました。これにより自己資本比率が40.8％となり、財務の安定性が高まっております。 

 また、当社は安定的かつ機動的な資金調達体制を築くことを目的として、総額200億円のコミットメントライ

ン契約を締結しております。 

 一方、当社グループは企業再編及びＭ＆Ａの積極的な展開のため、平成16年２月に145億円の自己株式を取得

し、また、同年6月には新株予約権付社債を300億円発行して199億円の自己株式を取得しました。  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、当連結会計年度において、新規出店を中心にグループ全体で14,386百万円の設備投資を実施しま

した。 

外食及び食品事業においては、ガスト、バーミヤン、夢庵、ジョナサン等を中心に新規出店等に14,380百万円の設

備投資を実施しました。 

建築事業においては、工具器具等に総額143百万円の設備投資を実施しました。 

その他事業においては、建物等に総額134百万円の設備投資を実施しました。 

所要資金については、自己資金を充当しました。 

（注）上記セグメント別の記載においては、「消去又は全社」考慮前の金額によっております。 

なお、当連結会計年度における主要な設備の売却は、次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

ひばり開発㈱ 
栃木県 

日光市他 
その他 賃貸用店舗 229 － 

2,980 

(20)
－ 3,210 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

 （注）上記に係わる当期支払リース料は1,670百万円であり、リース料期末残高相当額は3,705百万円であります。 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

店舗数 
（店） 

建物及び

構築物 

（百万円）

機械装置

及び運搬

具 

（百万円）

土地 

（百万円）

(面積千㎡)

その他 

（百万円）

合計 

（百万円） 

北海道エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 923 139 

－ 

(－)
58 1,121 

31 

(368)
32 

東北エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 2,130 379 

808 

(22)
167 3,486 

114 

(1,187)
103 

北関東エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 3,163 532 

912 

(13)
234 4,843 

192 

(2,112)
172 

首都圏エリア 
外食及び

食品 

店舗設備

本社設備 
24,831 4,036 

7,566 

(86)
1,823 38,257 

2,283 

(14,853)
1,060 

甲信越エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 3,051 528 

266 

(3)
206 4,053 

181 

(1,836)
152 

北陸エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 1,447 184 

850 

(4)
71 2,554 

52 

(584)
54 

東海エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 6,561 980 

340 

(2)
408 8,292 

360 

(3,523)
278 

近畿エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 7,171 1,134 

2,363 

(14)
489 11,159 

405 

(4,013)
318 

中国エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 2,808 433 

500 

(3)
164 3,906 

140 

(1,346)
120 

四国エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 1,539 256 

－ 

(－)
112 1,909 

77 

(815)
72 

九州エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 2,921 518 

970 

(6)
224 4,364 

166 

(1,648)
141 

沖縄エリア 
外食及び

食品 
店舗設備 501 56 

－ 

(－)
24 582 

10 

(151)
11 

東松山マーチ

ャンダイジン

グセンター他 

 （埼玉県 

 東松山市他） 

外食及び

食品 
工場設備 6,164 1,544 

6,083 

(120)
67 13,860 

264 

(2,238)
－ 

名称 数量 リース期間 備考 

ＰＯＳシステム 3,485式 ５年 

所有権移転外ファイナンスリース

契約 
カメラ警備システム 1,232式 ７年 

その他店舗節電設備等   



(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうちその他は、建設仮勘定を含んでおります。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は臨時雇用者数を外書しております。 

３．上記の帳簿価額は、「消去又は全社」考慮前の金額によっております。 

  平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱ジョナサン 

虎ノ門店他 

(東京都港区

他) 

外食及び食品 

店舗本社物

流生産研修

設備 

11,833 2,502 
126 

(1)
902 15,365 

736 

(6,086)

㈱ビルディ 

千歳船橋店他 

(東京都世田谷

区他) 

外食及び食品 店舗設備 1,249 194 
－ 

(－)
107 1,551 

96 

(636)

ニラックス㈱ 

神戸ザ・スカ

イブッフェ店

他 

(兵庫県神戸市

他) 

外食及び食品 店舗設備 3,395 126 
－ 

(－)
823 4,344 

282 

(1,647)

㈱フロジャポン 

横浜店他 

(神奈川県横浜

市他) 

外食及び食品 店舗設備 93 2 
－ 

(－)
216 312 

26 

(795)

㈱ジャパンカー

ゴ 

本社、東松山

営業所他 

(埼玉県東松山

市他) 

外食及び食品 
本社営業所

設備 
142 3 

－ 

(－)
9 155 

209 

(247)

フレッシュすか

いらーく㈱ 

日野店他 

(東京都日野市

他) 

外食及び食品 店舗設備 240 6 
－ 

(－)
10 256 

22 

(76)

㈱すかいらーく

Ｄ＆Ｍ 

本社他 

(東京都武蔵野

市） 

建築、その他 
本社営業所

設備 
27 36 

－ 

(－)
7 71 

256 

(216)

ひばり開発㈱ 

焼津インター

店他 

(静岡県焼津市

他) 

その他 店舗設備 1,635 123 
435 

(2)
53 2,247 

4 

(2)

  平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

雲雀國際股份有

限公司 

台北市他 

（台湾） 
外食及び食品 店舗設備 455 160 

－ 

(－)
38 653 

194 

(608)



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、連結会社各社が個別に策定しております。当連結会計年度末現在における設

備の新設、改修等に係る投資予定金額は、グループ合計で20,670百万円でありますが、その所要資金については自己

資金を充当する予定であります。 

 重要な設備の新設、改修及び除却等の計画は、次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設  

(2）重要な設備の改修 

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．資金調達方法に記載した借入金は当社からの借入金であり、当社グループとしては自己資金を充当する予定

     であります。 

(3）重要な設備の除却等  

 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名 所在地 

事業の種

類別セグ

メントの

名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の

増加能力 

（客席数）
総額 

（百万円）

既支払額 

（百万円）
着手 完了 

 ㈱すかいらーく 首都圏エリア他 
外食及び

食品 
店舗設備他 4,972 13  自己資金 

平成17年

10月 

平成18年

12月 
8,418 

 ㈱ジョナサン 首都圏エリア他 
外食及び

食品 
店舗設備他 2,179 42  借入金 

平成17年

11月 

平成18年

12月 
2,970 

 ㈱ビルディ 首都圏エリア 
外食及び

食品 
店舗設備他  500 1  自己資金 

平成17年

12月 

平成18年9

月 
916 

 ニラックス㈱ 首都圏エリア 
外食及び

食品 
店舗設備他 336 10  借入金 

平成17年7

月 

平成18年

10月 
843 

会社名 所在地 

事業の種

類別セグ

メントの

名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 

総額 

（百万円）

既支払額 

（百万円）
着手 完了 

 ㈱すかいらーく 

首都圏エリア他 
外食及び

食品 
 店舗設備他 9,505 70  自己資金 

平成17年

11月 

平成18年

12月 

東松山マーチャ

ンダイジングセ

ンター他 

外食及び

食品 
 工場設備他 1,417 1  自己資金 

平成17年

12月 

平成18年

12月 

 ㈱ジョナサン 首都圏エリア  
外食及び

食品 
 店舗設備他 589 (－)  借入金 

平成18年1

月 

平成18年

12月 

 ㈱ビルディ 首都圏エリア  
外食及び

食品 
 店舗設備他 45 (－)  自己資金 

平成18年1

月 

平成18年

12月 

 ニラックス㈱ 首都圏エリア  
外食及び

食品 
 店舗設備他 283 (－)  借入金 

平成18年2

月 

平成18年6

月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年３月１日から本有価証券報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行

使により発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年６月21日発行） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 390,000,000 

計 390,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年3月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 118,000,000 118,000,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 118,000,000 118,000,000 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 30,000 同左 

新株予約権の数（個） 30,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,327,022 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 新株予約権１個当たり1,000,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月５日 

至 平成23年６月７日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格 １株につき 

資本組入額１株につき 

2,905（注）

1,453 
同左 

新株予約権の行使の条件 

（１）当社が本社債につき期限の利益

を喪失した場合には、以後本新

株予約権の行使はできないもの

とする。 

（２）各本新株予約権の一部行使はで

きない。  

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はない。 同左 



（注）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通

株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整します。なお、次の算式において、「既発行株式数」は

当社の発行済普通株式総数（ただし、普通株式に係る自己株式を除く。）とします。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合その他一定の事

由が生じた場合にも適宜調整されます。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）㈱ジョナサンとの株式交換に伴う新株式発行による増加 

交換比率  ㈱ジョナサンの普通株式１株につき、当社の普通株式0.9株の割合 

    
既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額

調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

時  価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成16年７月１日 

 （注）  
1,709 118,000 － 12,904 － 26,783 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式9,291,050株は、「個人その他」に92,910単元及び「単元未満株式の状況」に50株含めて記載して

おります。  

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ59単元及

び60株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１. 当社は自己株式を9,291千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

    ２. 上記には信託業務に係る株式が次のとおり含まれております。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）     1,663千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）       1,451千株 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 67 31 451 204 2 54,568 55,323 － 

所有株式数

（単元） 
－ 201,517 5,765 102,858 189,285 20 679,087 1,178,532 146,800 

所有株式数の

割合（％） 
－ 17.1 0.5 8.7 16.1 0.0 57.6 100.0 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エス・エイチ・コー

ポレーション 
東京都新宿区西新宿６丁目14番１号 7,857 6.7 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,491 3.0 

横川 竟 東京都目黒区青葉台３丁目２番11号 3,313 2.8 

茅野 亮 東京都港区西麻布３丁目２番26号 3,296 2.8 

横川 端 東京都港区東新橋１丁目10番１号 3,279 2.8 

横川 紀夫 東京都渋谷区代々木４丁目44番３号 3,120 2.6 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,579 2.2 

メロン バンク エヌエー 

アズ エージエント フオー

イツツ クライアント メロ

ン オムニバス ユーエス 

ペンシヨン（常任代理人 香

港上海銀行東京支店） 

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ ＢＯ

ＳＴＯＮ，ＭＡ０２１０８（東京都中央区

日本橋３丁目11番１号） 

1,978 1.7 

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 1,767 1.5 

みずほ信託退職給付信託みず

ほ銀行口 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,644 1.4 

計 － 32,328 27.4 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が5,900株（議決権の数59 

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   9,291,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  108,562,200 1,085,622 － 

単元未満株式 普通株式    146,800 － － 

発行済株式総数 118,000,000 － － 

総株主の議決権 － 1,085,622 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社すかいらーく 
東京都武蔵野市西久

保１丁目25番８号 
9,291,000 － 9,291,000 7.9 

計 － 9,291,000 － 9,291,000 7.9 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

    該当事項はありません。  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  平成18年３月30日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 9,246,625 



３【配当政策】 

当社では、株主への利益還元を重要な課題の一つと考え、業績に対応した安定的配当の実績を念頭におき、あわせ

て企業体質の改善と今後の事業展開のための留保等を総合的に勘案し、配当政策を決定しております。 

このような方針に基づき、１株当たり24円の配当（内中間配当12円）を実施することを決定しました。 

（注）当期の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年８月12日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 3,880 3,160 2,015 2,350 1,988 

最低（円） 2,125 1,507 1,263 1,663 1,560 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 1,704 1,708 1,685 1,922 1,988 1,960 

最低（円） 1,600 1,560 1,591 1,643 1,835 1,808 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役会

長 

最高経営責任者

（ＣＥＯ） 
横川 竟 昭和12年11月１日生 

昭和37年４月 ことぶき食品㈲（当社前身）

設立 取締役 

昭和59年７月 当社代表取締役専務取締役 

平成元年３月 当社代表取締役副会長 

平成３年１月 ㈱ジョナス（現㈱ジョナサ

ン）代表取締役会長兼社長 

平成９年４月 当社代表取締役会長 

平成15年３月 当社取締役辞任 

平成15年３月 当社最高顧問 

平成18年３月 当社代表取締役会長兼最高経

営責任者（現任） 

3,313 

代表取締役社

長 

最高執行責任者

（ＣＯＯ） 
伊東 康孝 昭和24年９月26日生 

昭和47年４月 ㈱ことぶき食品入社 

昭和60年９月 当社事業本部長 

昭和61年３月 当社取締役 

平成２年３月 当社常務取締役 

平成４年３月 ㈱バーミヤン代表取締役社長 

平成11年３月 当社代表取締役専務取締役兼

㈱バーミヤン代表取締役社長 

平成11年７月 ㈱バーミヤンと合併 

 当社代表取締役専務取締役バ

ーミヤンカンパニー代表 

平成13年１月 当社代表取締役社長兼スペシ

ャリティレストランカンパニ

ー代表兼総合本部本部長 

平成14年11月 当社代表取締役社長 

平成18年３月 当社代表取締役社長兼最高執

行責任者（現任） 

313 

常務取締役 
バーミヤンカ

ンパニー代表 
姫野 稔 昭和27年12月５日生 

昭和52年４月 当社入社 

平成元年10月 当社運営本部副本部長 

平成３年12月 当社営業本部第４事業本部長 

平成４年３月 ㈱バーミヤンへ移籍 

 同社専務取締役営業部長 

平成11年７月 ㈱バーミヤンと合併 

 当社執行役員バーミヤンカン

パニー商品部部長 

平成12年２月 当社執行役員バーミヤンカン

パニー代表代行兼商品部部長 

平成13年１月 当社執行役員バーミヤンカン

パニー代表 

平成13年３月 当社取締役バーミヤンカンパ

ニー代表 

平成15年３月 当社常務取締役バーミヤンカ

ンパニー代表（現任） 

17 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常務取締役 
ガストカンパ

ニー代表 
相原 敏明 昭和30年６月15日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成２年４月 当社北陸事業部長 

平成５年10月 当社人事部長 

平成９年３月 ㈱バーミヤンへ移籍 

 同社取締役 

平成10年10月 同社取締役営業本部長 

平成11年７月 ㈱バーミヤンと合併 

 当社執行役員バーミヤンカン

パニー営業本部長 

平成13年12月 当社執行役員ガストカンパニ

ー代表 

平成14年３月 当社取締役ガストカンパニー

代表 

平成15年３月 当社常務取締役ガストカンパ

ニー代表（現任） 

4 

取締役 
夢庵カンパニ

ー代表 
芦川 雅明 昭和32年１月24日生 

昭和54年４月 当社入社 

昭和62年10月 当社千葉事業部副事業部長 

平成10年12月 ㈱藍屋へ移籍 

 同社営業部長兼夢庵営業部長 

平成11年３月 同社取締役営業本部長兼夢庵

営業部長 

平成12年７月 ㈱藍屋と合併 

 当社執行役員藍屋カンパニー

代表代行兼夢庵営業本部長 

平成13年１月 当社執行役員夢庵カンパニー

代表兼夢庵営業本部長 

平成13年３月 当社取締役夢庵カンパニー代

表（現任） 

2 

取締役 

ＨＤ総合企画グ

ループ管掌兼Ｈ

Ｄ社長室長 

田中 基 昭和30年７月26日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成５年４月 当社ガスト営業企画部マネジ

ャー 

平成６年３月 ㈱バーミヤンへ移籍 

 同社経営企画担当 

平成８年３月 同社経営企画部長 

平成11年７月 ㈱バーミヤンと合併 

 当社執行役員管理本部副本部

長兼ＩＲ担当 

平成13年11月 当社執行役員総合企画室マネ

ジャー 

平成15年２月 当社執行役員総合企画部部長

兼経営企画担当リーダー 

平成15年３月 当社取締役総合企画部部長兼

経営企画担当リーダー 

平成18年１月 当社取締役ＨＤ総合企画グル

ープ管掌兼ＨＤ社長室長（現

任） 

13 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

ＨＤ財務ＩＲグ

ループ管掌兼Ｈ

Ｄ戦略事業グル

ープ管掌 

高鳥 耕一 昭和34年１月19日生 

昭和56年４月 当社入社 

平成６年10月 当社ガスト業態企画担当マネ

ジャー 

平成８年６月 当社総合企画担当マネジャー 

平成10年12月 当社システム開発担当マネジ

ャー 

平成11年５月 当社執行役員システム開発担

当リーダー 

平成13年11月 当社執行役員財務担当リーダ

ー 

平成15年３月 当社取締役財務担当リーダー 

平成15年12月 当社取締役財務経理部部長兼

財務担当リーダー 

平成16年12月 当社取締役ＨＤ財務ＩＲグル

ープ管掌兼ＨＤ戦略事業グル

ープ管掌（現任） 

1 

取締役 

クイックすかい

らーく営業部部

長 

木村 太 昭和36年10月６日生 

昭和59年４月 当社入社 

平成11年12月 当社九州第一事業部長 

平成12年12月 当社千葉第三事業部長 

平成13年10月 当社神奈川第三事業部長 

平成14年11月 当社新事業開発本部ファスト

カジュアル営業部部長 

平成15年３月 当社取締役新事業開発本部フ

ァストカジュアル営業部部長 

平成15年12月 当社取締役クイックすかいら

ーく営業部部長（現任） 

1 

取締役 

グラッチェカン

パニー代表兼営

業本部本部長 

小俣 雅彦 昭和28年４月18日生 

昭和52年４月 当社入社 

昭和63年９月 当社近畿事業部事業部長 

平成10年５月 当社営業企画リーダー 

平成11年１月 ㈱ジャパンシーアンドシーへ

移籍 

 同社常務取締役 

平成13年４月 同社代表取締役社長 

平成16年１月 当社執行役員グラッチェカン

パニー代表 

平成16年３月 当社取締役グラッチェカンパ

ニー代表 

平成16年12月 当社取締役グラッチェカンパ

ニー代表兼営業本部本部長

（現任） 

2 

 



 （注）監査役清水雄輔及び石曾根慶吉は商法特例法第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 － 森山 正秀 昭和24年１月26日生 

昭和51年３月 当社入社 

昭和62年２月 当社生産本部関西工場長 

平成元年11月 ㈱バーミヤンへ移籍 

 同社常務取締役生産物流長 

平成11年７月 ㈱バーミヤンと合併 

 当社執行役員マーチャンダイ

ジングカンパニー生産本部長 

平成14年４月 当社執行役員マーチャンダイ

ジングカンパニー東松山工場

長 

平成15年１月 当社仮監査役 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

16 

監査役 － 清水 雄輔 昭和16年１月31日生 

昭和48年４月 ㈱北澤バルブ（現㈱キッツ）

入社 

昭和50年４月 同社取締役 

昭和52年６月 同社常務取締役 

昭和58年６月 同社専務取締役 

昭和60年６月 同社代表取締役社長 

平成13年６月 同社代表取締役会長 

平成14年３月 当社監査役（現任） 

平成14年４月 ㈱キッツ取締役会長（現任） 

－ 

監査役 － 石曾根 慶吉 昭和13年３月31日生 

昭和35年４月 ㈱日本勧業銀行入行 

昭和48年11月 竹崎公認会計士事務所入所 

昭和50年２月 等松・青木監査法人（現監査

法人トーマツ）入社 

昭和53年９月 公認会計士登録 

平成15年６月 石曾根公認会計士事務所開設 

平成17年３月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 3,685 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループは社会から信頼され、企業価値を継続的に向上し続ける企業グループを目指し、経営の効率性、健全

性及び透明性の確保が極めて重要であるとの認識の下、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて様々な取り組みを

実施しております。 

(1）会社の機関の内容 

①取締役会は取締役９人で構成され、迅速な経営判断が行えるように少人数で構成しております。 

②ＨＤ経営会議は、当社取締役５名（１名は平成18年３月の株主総会で取締役に就任）、当社執行役員１名、当

社監査役１名で構成され、戦略的なテーマの意思決定を行います。 

③ＨＤ経営監査委員会は、当社監査役１名、関係会社監査役１名、当社取締役１名、当社執行役員１名で構成さ

れ、監査役会のサポート機能として経営監視機能の強化に努めております。 

④ＨＤ人事委員会は、当社取締役２名（１名は平成18年３月の株主総会で取締役に就任）、当社執行役員１名他

で構成され、取締役及び執行役員の任免と処遇全般に関する専門的・客観的検討を行います。 

⑤監査役会は３名で構成され、うち２名は社外監査役であります。各監査役は、取締役会への出席、業務状況の

調査等を通じ、経営活動が各種法令・社内規定等に準拠して行われていることを監査しております。監査役

は、監査計画を立てるに際して監査方針及び方法といった具体的な内容について会計監査人と協議しておりま

す。また、期末に監査報告を受ける等、会計監査人と堅密な連携を図っています。 

会計監査につきましては、監査法人トーマツと監査契約を締結しております。当事業年度において業務を執行

した公認会計士の氏名は次のとおりです。 

業務を執行した公認会計士の氏名 吉田修己、海老原一郎 

所属する監査法人 監査法人トーマツ 

当社の会計監査業務に係る補助者は10名（公認会計士６名、会計士補３名、その他１名）であります。  

なお、社外監査役、監査法人トーマツ及び同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はあ

りません。 



(2）内部統制システムの整備状況 

当社グループでは、全社員の行動指針として「行動規範」を制定し、企業倫理確立による事業活動に向けて取

り組んでおります。 

 内部監査機能としては、ＨＤ経営監査委員会が中心となり、法令及び社内規定並びに会社計画に従って事業運

営が行われているか検証し、監査役会へ定期的に報告をしております。 

 当社グループでは3,000店以上の店舗網を展開しており、各カンパニー・子会社において店舗に対する業務監

査を年２回以上行う事で、その事業運営の健全性確保に努めております。また、当社では、社内カウンセラーを

設置し、それぞれ専用電話を設置して、各社員からの内部通報が直接可能な体制を整えております。 

(3）リスク管理体制の整備状況 

当社グループでは、フードサービス業を主に営んでいるため、食品事故発生が最大のリスクと認識しておりま

す。 

 そこで、当社グループでは購買管理規定を設け、食品の安全・衛生管理指導を行い、仕入先における食品の安

全性確保に努めております。また、総合品質保証部を設置し、店舗・工場における食品の安全性のチェック、衛

生管理指導を行っております。特に平成17年からは仕入・加工・供給体制のグループでの一元化をはじめてお

り、高いレベルでの安全性確保を目指しております。 

 また、当社グループは、万が一事業運営上重要な問題が発生した場合には、当社社長を委員長とする危機管理

委員会を設置し、情報収集及び迅速な対応をとる体制を整えております。 

(4）役員報酬等の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は次のとおりであります。 

（注）１．社外取締役に対する報酬は、「定款又は株主総会決議に基づく報酬」に３百万円含まれてお

ります。  

２．使用人兼務役員の使用人給与相当額93百万円は含んでおりません。 

３．期末現在の人員は取締役10名、監査役３名であります。 

(5）監査報酬の内容 

当事業年度における当社及び連結子会社の監査法人トーマツ（当社の会計監査人）に対する報酬は次のとおり

であります。 

        監査証明業務に係る報酬  73百万円 

       上記以外の報酬      26百万円 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員

（名） 

支給額 

（百万円）

支給人員

（名） 

支給額 

（百万円）

支給人員

（名） 

支給額 

（百万円） 

定款又は株主総会決議に

基づく報酬 
11 157 4 26 15 184 

利益処分による役員賞

与 
10 70 1 4 11 74 

株主総会決議に基づく退

職慰労金 
1 6 － － 1 6 

計 － 234 － 30 － 265 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月

30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月

30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年１月１日か

ら平成17年12月31日まで）及び当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   21,167   19,092  

受取手形及び売掛金   2,592   1,616  

完成工事未収入金   724   －  

有価証券   41   －  

たな卸資産   5,149   4,558  

繰延税金資産   1,858   4,287  

その他   10,606   8,858  

貸倒引当金   △534   △24  

流動資産合計   41,607 17.1  38,388 16.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

建物及び構築物 ※３  83,156   81,835  

機械装置及び運搬具 ※３  14,750   13,775  

土地 ※３  24,425   21,224  

建設仮勘定   236   179  

その他   6,312   6,013  

有形固定資産合計   128,881 52.8  123,029 53.6 

２．無形固定資産        

連結調整勘定   10,225   8,934  

その他   2,583   2,710  

無形固定資産合計   12,808 5.2  11,645 5.1 

３．投資その他の資産        

投資有価証券 ※２  6,678   11,225  

長期貸付金   1,074   1,354  

敷金   17,728   17,865  

保証金   23,940   22,610  

繰延税金資産   8,905   872  

その他    4,654   3,835  

貸倒引当金   △1,599   △884  

投資等損失引当金   △445   △445  

投資その他の資産合計   60,938 24.9  56,433 24.6 

固定資産合計   202,628 82.9  191,108 83.3 

Ⅲ 繰延資産        

社債発行費   92   69  

繰延資産合計   92 0.0  69 0.0 

資産合計   244,328 100.0  229,566 100.0 

        

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

支払手形及び買掛金   8,154   7,716  

工事未払金   1,824   －  

短期借入金 ※３  32,332   32,571  

１年内償還予定社債   20,000   10,000  

未払法人税等   1,912   2,374  

賞与引当金   1,184   1,023  

その他   18,672   18,311  

流動負債合計   84,080 34.4  71,997 31.3 

Ⅱ 固定負債        

社債   50,000   50,000  

長期借入金 ※３  17,080   12,180  

その他   2,114   1,783  

固定負債合計   69,194 28.3  63,963 27.9 

負債合計   153,274 62.7  135,960 59.2 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   1,589 0.7  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  12,904 5.3  12,904 5.6 

Ⅱ 資本剰余金   29,654 12.1  29,654 12.9 

Ⅲ 利益剰余金   64,483 26.4  68,673 29.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   273 0.1  599 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   387 0.2  21 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※６  △18,240 △7.5  △18,248 △7.9 

資本合計   89,463 36.6  93,605 40.8 

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  244,328 100.0  229,566 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   383,448 100.0  379,378 100.0 

Ⅱ 売上原価   130,781 34.1  127,376 33.6 

売上総利益   252,667 65.9  252,002 66.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

人件費  114,110   114,089   

賞与引当金繰入額  1,091   917   

退職給付費用  1,967   2,252   

賃借料  46,052   46,061   

その他  69,567 232,790 60.7 70,136 233,459 61.5 

営業利益   19,876 5.2  18,542 4.9 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息  514   449   

受取配当金  105   167   

投資事業組合利益  203   －   

雑収入  728 1,552 0.4 644 1,261 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  1,100   835   

雑損失  559 1,659 0.4 456 1,292 0.3 

経常利益   19,769 5.2  18,511 4.9 

Ⅵ 特別利益        

固定資産売却益 ※１ 35   86   

投資有価証券売却益  1,090   0   

貸倒引当金戻入益  328   47   

関係会社株式売却益  －   834   

関係会社清算益 ※４ －   999   

その他  248 1,703 0.4 274 2,242 0.6 

Ⅶ 特別損失        

固定資産処分損 ※２ 4,551   5,305   

賃借設備解約損  1,282   760   

貸倒引当金繰入額   26   23   

投資有価証券評価損  37   －   

役員退職慰労金 ※３ 473   －   

その他  200 6,571 1.7 327 6,417 1.7 

税金等調整前当期純利益   14,901 3.9  14,336 3.8 

法人税、住民税及び事業税  2,849   2,852   

法人税等調整額  4,396 7,246 1.9 4,680 7,532 2.0 

少数株主利益   317 0.1  120 0.0 

当期純利益   7,338 1.9  6,683 1.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   26,783  29,654 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

株式交換による新株式
の発行 

 2,871 2,871 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   29,654  29,654 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   61,769  64,483 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  7,338 7,338 6,683 6,683 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

配当金  2,148  2,391  

役員賞与  99  101  

自己株式処分差損  2,374 4,623 0 2,493 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   64,483  68,673 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  14,901 14,336 

減価償却費  15,474 14,571 

連結調整勘定償却額  829 1,290 

賞与引当金の増減額  238 △160 

貸倒引当金の減少額  △301 △19 

受取利息及び受取配当金  △620 △616 

支払利息  1,100 835 

為替差損益  24 △97 

関係会社株式売却益  － △834 

関係会社清算益  － △999 

有形固定資産売却益  △35 △86 

有形固定資産処分損  4,537 5,305 

投資有価証券売却益  △1,090 △0 

投資有価証券評価損  37 6 

役員賞与の支払額  △116 △108 

売上債権の減少額  273 56 

たな卸資産の減少額  40 116 

仕入債務の増減額  △1,236 67 

その他の流動資産の増加額  △610 △24 

その他の流動負債の減少額  △790 △121 

その他の固定負債の減少額  △269 △312 

その他  △366 △141 

小計  32,020 33,062 

利息及び配当金の受取額  623 617 

利息の支払額  △1,116 △877 

法人税等の支払額  △3,336 △2,881 

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,190 29,921 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額  19 50 

有形固定資産の取得による支出  △12,612 △14,415 

有形固定資産の売却による収入  1,020 2,479 

投資有価証券の取得による支出  △10 △16 

投資有価証券の売却による収入  1,658 0 

投資有価証券の償還による収入  10 1,000 

関係会社株式の取得による支出  △88 △3,593 

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の
取得による支出 

 △670 － 

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の
売却による支出 

 － △1,744 

貸付けによる支出  △441 △523 

貸付金の回収による収入  361 946 

その他  △532 981 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △11,286 △14,833 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △9,728 △5,616 

長期借入れによる収入  16,290 9,400 

長期借入金の返済による支出  △7,820 △8,450 

社債の発行による収入  30,000 10,000 

社債の償還による支出  △10,000 △20,000 

自己株式の取得による支出  △34,595 － 

親会社による配当金の支払額  △2,148 △2,391 

少数株主への配当金の支払額  △299 △58 

その他  △78 △71 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △18,381 △17,187 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △36 75 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △1,513 △2,024 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  22,544 21,031 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  21,031 19,007 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社（13社） 

㈱ジョナサン 

㈱テスコ 

㈱ビルディ 

ニラックス㈱ 

その他９社 

前連結会計年度において持分法適用

関連会社であったニラックス㈱につい

ては、当社が同社株式を追加取得し子

会社となったため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。 

 前連結会計年度において連結子会社

であったザ・クラブ・ケープシャンク

リゾート㈱及びフレッシュすかいらー

く㈱については、当連結会計年度にお

いて清算したため、連結の範囲から除

いております。ただし、清算結了まで

の期間の損益は、連結損益計算書に含

まれております。また、㈱ジャパンシ

ーアンドシーと㈱すかいらーく店舗開

発は、平成16年１月１日付で㈱ジャパ

ンシーアンドシーを存続会社として合

併し、㈱すかいらーくＤ＆Ｍに商号を

変更しております。 

(1）連結子会社（10社） 

㈱ジョナサン 

㈱ビルディ 

ニラックス㈱ 

㈱フロジャポン 

その他６社 

喜客来股份有限公司は、平成17年８

月１日をもって、会社分割によりレス

トラン事業部門を雲雀國際股份有限公

司に新設分割したため、新たに雲雀國

際股份有限公司を連結の範囲に含めて

おります。 

 前連結会計年度において連結子会社

であったひばり開発㈱、

HIBARI GUAM CORP.及び

BEACH TOWERS RESTAURANT INC.につい

ては、当連結会計年度において清算し

たため、連結の範囲から除いておりま

す。ただし、清算結了までの期間の損

益は、連結損益計算書に含まれており

ます。また、㈱テスコについては、平

成17年12月２日に株式の一部を売却し

関連会社となったため、連結の範囲か

ら除いております。ただし、当年度の

損益は、連結損益計算書に含まれてお

ります。 

 (2）非連結子会社（５社） 

ジョナサン店舗開発㈱ 

㈱すかいらーくケアサービス 

その他３社 

なお、上記非連結子会社は、総資 

産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等に関していずれも少額であり、

全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないため、連結の範囲から

除外しております。 

(2）非連結子会社（５社） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度において持分法適用

関連会社であったニラックス㈱につい

ては、当社が同社株式を追加取得し連

結子会社となったため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(1）持分法適用会社（２社） 

㈱テスコ 

㈱小僧寿し本部 

前連結会計年度において連結子会社

であった㈱テスコについては、平成17

年12月２日に株式の一部を売却し関連

会社となったため、持分法の適用範囲

に含めております。また、㈱小僧寿し

本部については、平成17年10月６日に

当社が同社株式の一部を取得したた

め、持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

 



項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 (2）持分法非適用会社 

 非連結子会社５社及び関連会社２ 

社（THAI SKYLARK CO.,LTD.他１社）に

対する投資については、それぞれ当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等の連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

(2）持分法非適用会社 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈱テスコの決算

日は11月30日であり、同日現在の財務

諸表により連結しております。なお、

連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

当連結会計年度末より連結の範囲か

ら除外した㈱テスコの決算日は11月30

日であり、同日現在の財務諸表の損益

を連結損益計算書に含めております。

なお、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

 ロ．デリバティブ 

時価法 

ロ．デリバティブ 

同左 

 ハ．たな卸資産 

商 品：主として最終仕入原価法 

ハ．たな卸資産 

商 品：主として最終仕入原価法 

 製品、仕掛品、仕込品、原材料 

   ：総平均法による原価法 

製品、仕掛品、仕込品、原材料 

   ：総平均法による原価法 

 未成工事支出金 

   ：個別法による原価法 

貯蔵品：最終仕入原価法 

 貯蔵品：最終仕入原価法  

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ．有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は主とし

て定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を、

また在外連結子会社は定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物   10～31年 

機械装置及び運搬具 ６～９年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

イ．有形固定資産 

同左 

 



項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 

ロ．無形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定額法

によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

また、在外連結子会社は定額法に

よっております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は、債権

の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社は、個別

判定による貸倒見積相当額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．投資等損失引当金 

関係会社等に対する投資等による

損失に備えるため、相手先の財政状

態及び経営成績等を考慮して、必要

額を計上しております。 

ロ．投資等損失引当金 

同左 

 

ハ．賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。 

ハ．賞与引当金 

同左 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

     同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワップ取引に

ついては特例処理によっておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

     同左 

 



項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

①通貨関連 

ヘッジ手段 為替予約取引 

      通貨オプション取引 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ対象 実質的に為替レート

変動の影響を受ける

予定取引 

 

 ②金利関連 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

 

 ヘッジ対象 借入金  

 ハ．ヘッジ方針 

為替予約取引及び通貨オプション

取引は、予定される海外よりの食材

等の調達取引高の範囲内において為

替変動リスクをヘッジする目的で、

また、金利スワップ取引は、変動金

利借入金に係る金利変動リスクをヘ

ッジする目的で行っております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、かつ、ヘ

ッジ開始時及びその後も継続して相

場変動が相殺されていることを確認

することにより、有効性の評価を行

っております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ取引につい

ては、ヘッジ有効性の事後評価を省

略しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、効果

の発現する期間を合理的に見積り、均等

償却しております。なお、償却年数は５

年又は10年であります。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は連結会計年度にお

いて確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資を対象としております。 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結損益計算書） 

投資事業組合利益は、従来営業外収益の「雑収入」に

含めて表示しておりましたが、営業外収益の100分の10を

超えたため、当連結会計年度より区分して表示しており

ます。なお、前連結会計年度の営業外収益の「雑収入」

に含まれる投資事業組合利益は５百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１．投資事業組合利益は、従来区分掲記しておりました 

 が、営業外収益の100分の10以下となったため、当連結 

 会計年度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示し 

 ております。なお、当連結会計年度の投資事業組合利 

 益は28百万円であります。 

２．投資有価証券評価損は、従来区分掲記しておりまし 

 たが、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計 

 年度より特別損失の「その他」に含めて表示しており 

 ます。なお、当連結会計年度の投資有価証券評価損は 

 ６百万円であります。 

３．役員退職慰労金は、従来区分掲記しておりました  

 が、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年 

 度より特別損失の「その他」に含めて表示しておりま 

 す。なお、当連結会計年度の役員退職慰労金は４百万 

 円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

自己株式の取得による支出は、従来財務活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

したが、重要性が増したため、当連結会計年度より区分

して表示しております。なお、前連結会計年度の財務活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる自

己株式の取得による支出は２百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

自己株式の取得による支出は、従来区分掲記しており

ましたが、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会

計年度より財務活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度

の自己株式の取得による支出は８百万円であります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

          ────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割の合計額689百万円を販売費及び一般管理

費として計上しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

135,759百万円 140,788百万円 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの ※２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの 

投資有価証券 519百万円 投資有価証券 5,499百万円 

※３ 担保提供資産及び対応債務 ※３ 担保提供資産及び対応債務 

（担保提供資産） （担保提供資産） 

建物及び構築物 98百万円 

機械装置及び運搬具 20 

土地 449 

計 568 

建物及び構築物 58百万円 

土地 301 

計 360 

（対応債務） （対応債務） 

長期借入金 180百万円 

（うち１年以内返済予定 30） 

長期借入金 150百万円 

（うち１年以内返済予定 30） 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務 

①従業員の銀行借入に対する保証 ①従業員の銀行借入に対する保証 

保証先 金額 

すかいらーく他従業員 16百万円 

保証先 金額 

すかいらーく他従業員 8百万円 

②その他の銀行借入に対する保証 ②その他の銀行借入に対する保証 

保証先 金額 

大江戸温泉物語㈱ 1,350百万円 

フレッシュシステムズ㈱ 846 

その他 7 

計 2,204 

保証先 金額 

フレッシュシステムズ㈱ 780百万円 

その他 3 

計 783 

※５ 発行済株式総数 ※５ 発行済株式総数 

当社の発行済株式総数は、普通株式118,000,000株

であります。 

当社の発行済株式総数は、普通株式118,000,000株

であります。 

※６ 自己株式 ※６ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,286,478株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,291,050株であります。 

７ コミットメントライン契約 

 当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融

機関９行との間で、コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントラインの総額 20,000百万円 

借入実行残高 17,000  

差引額 3,000  

７ コミットメントライン契約 

 当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融

機関９行との間で、コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントラインの総額 20,000百万円 

借入実行残高 17,000  

差引額 3,000  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 固定資産売却益 ※１ 固定資産売却益 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 32 

土地 1 

その他 1 

計 35 

土地 86百万円 

※２ 固定資産処分損 

固定資産処分損の内容は、廃棄・除却によるもの

及び売却によるものであり、内訳は次のとおりであ

ります。 

※２ 固定資産処分損 

固定資産処分損の内容は、廃棄・除却によるもの

及び売却によるものであり、内訳は次のとおりであ

ります。 

（廃棄・除却によるもの） 

建物及び構築物 2,984百万円 

機械装置及び運搬具 672 

無形固定資産 13 

その他 503 

計 4,174 

（売却によるもの）   

建物及び構築物 37百万円 

機械装置及び運搬具 59 

土地 274 

その他 5 

計 376 

合計 4,551 

（廃棄・除却によるもの） 

建物及び構築物 1,998百万円 

機械装置及び運搬具 570 

無形固定資産 61 

その他 433 

計 3,063 

（売却によるもの）   

建物及び構築物 214百万円 

機械装置及び運搬具 25 

土地 1,958 

その他 43 

計 2,241 

合計 5,305 

※３ 役員退職慰労金 

役員退職慰労金には、当社及び国内連結子会社に

おける役員退職慰労金制度廃止に伴う支給予定額415

百万円が含まれております。 

※３                ────── 

※４       ────── ※４ 関係会社清算益 

在外連結子会社の清算に伴う為替換算調整勘定の

取崩額等であります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 21,167百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△135 

現金及び現金同等物の期末残高 21,031百万円 

現金及び預金勘定 19,092百万円 

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△84 

現金及び現金同等物の期末残高 19,007百万円 

 ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内容 

株式の追加取得により新たにニラックス㈱を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びにニラックス㈱株式の取得価額とニラックス㈱取

得のための支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。 

 ２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内容 

株式の一部売却により㈱テスコが連結子会社でな

くなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並

びに㈱テスコ株式の売却価額と売却による支出（純

額）は次のとおりであります。 

流動資産 1,258百万円 

固定資産 3,962  

連結調整勘定 1,544  

流動負債 △6,237  

固定負債 △32  

ニラックス㈱株式の前連結会計

年度末の持分法適用後の評価額 
524  

ニラックス㈱株式の取得価額 1,020  

ニラックス㈱の現金及び現金同

等物 
△349  

差引：ニラックス㈱取得のため

の支出（純額） 
670  

流動資産 7,042百万円 

固定資産 1,403  

流動負債 △3,071  

固定負債 △130  

少数株主持分 △2,339  

固定資産に係る未実現利益等 △646  

㈱テスコ株式の当連結会計年度

末の持分法適用後の評価額 
△1,392  

株式売却益 834  

㈱テスコ株式の売却価額 1,699  

㈱テスコの現金及び現金同等物 △3,443  

差引：㈱テスコ株式売却による

支出（純額） 
△1,744  

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額（転貸リースを除く） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) 借主側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額（転貸リースを除く） 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び構築
物 

270 89 180 

機械装置及び
運搬具 

1,825 1,196 628 

その他 
(有形固定資産) 

7,569 3,429 4,139 

その他 
(無形固定資産) 

663 370 293 

計 10,328 5,085 5,242 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び構築
物 

211 88 123 

機械装置及び
運搬具 

1,868 1,050 818 

その他 
(有形固定資産)

7,946 3,733 4,213 

その他 
(無形固定資産)

465 232 233 

計 10,493 5,104 5,389 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

（注）上記の（ ）内は、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 1,830百万円 

  (4)  

１年超 3,586  

  (37) 

計 5,417 

  (42)  

（注）上記の（ ）内は、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 1,733百万円 

  (6)  

１年超 3,869  

  (39) 

計 5,602 

  (46)  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額（転貸リースを除く） 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額（転貸リースを除く） 

支払リース料 2,037百万円 

減価償却費相当額 1,898 

支払利息相当額 113 

支払リース料 2,320百万円 

減価償却費相当額 2,161 

支払利息相当額 116 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側（全て転貸リース） (2) 貸主側（全て転貸リース） 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4百万円 

１年超 37  

計 42 

２．オペレーティングリース取引 

借主側 

未経過リース料 

１年内 6百万円 

１年超 39  

計 46 

１年内 111百万円 

１年超 422  

計 533 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 種類 

前連結会計年度 当連結会計年度 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 473 949 475 533 1,518 985

(2）債券       

①国債・地方
債等 

10 10 0 － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 44 45 0 － － －

小計 528 1,005 476 533 1,518 985

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1）株式 40 34 △6 4 3 △0

(2）債券       

①国債・地方
債等 

－ － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 40 34 △6 4 3 △0

合計 568 1,039 470 537 1,522 984

前連結会計年度 当連結会計年度 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

1,658 1,090 － 0 0 －



３．時価のない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

種類 
前連結会計年度 当連結会計年度 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 519 512 

その他有価証券   

非上場株式 3,161 3,115 

非上場の優先出資証券 2,000 1,000 

投資事業有限責任組合等への出資  － 87 

種類 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１年以内 
（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円）

10年超 
（百万円）

１年以内 
（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円）

１．債券         

(1）国債・地方債等 － 10 － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3）その他 － － － － － － － －

２．その他 41 4 － － － － － －

合計 41 14 － － － － － －



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為

替予約取引及び通貨オプション取引、金利関連では金

利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、当社グループの実需の範囲内

で行っており、投機目的のものではありません。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通貨関連では為替変動による

原材料仕入価格の変動を抑える目的で、また金利関連

では変動金利借入金に係る金利の変動を抑える目的で

利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．通貨関連 

ヘッジ手段 為替予約取引 

      通貨オプション取引 

ヘッジ対象 実質的に為替レート変動の影響を受

ける予定取引 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

ロ．金利関連 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金 

  

  

  

②ヘッジ方針 

為替予約取引及び通貨オプション取引は予定され

る海外よりの食材等の調達取引高の範囲内で、また

金利スワップ取引は対象債務の範囲内で行っており

ます。 

②ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動が相殺されていることを確認することに

より、有効性の評価を行っております。ただし、特

例処理によっている金利スワップ取引については、

ヘッジ有効性の事後評価を省略しております。 

③ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引及び通貨オプション取引は為替相場の

変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金利の

変動によるリスクを有しております。なお、デリバテ

ィブ取引の契約先は信用度の高い国内外の金融機関で

あるため、相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については、社内規程の定めると

ころにより、取締役会等の承認手続を経て財務担当部

門が決裁担当者の承認を得て取引の実行及び管理を行

っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 為替予約取引、通貨オプション取引及び金利スワップ

取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているた

め、注記の対象から除いております。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは確定拠出年金制度及び総合設立の厚

生年金基金制度を採用しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは確定拠出年金制度及び総合設立の厚

生年金基金制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 ２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出年金への掛金支払額 1,141百万円

総合設立の厚生年金基金への

拠出額 
1,177  

退職給付費用計 2,319  

確定拠出年金への掛金支払額 1,119百万円

総合設立の厚生年金基金への

拠出額 
1,368  

退職給付費用計 2,488  

３．厚生年金基金の年金資産の額 

当社グループは複数事業主制度の外食産業ジェフ厚

生年金基金に加入しておりますが、当社グループの拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付

費用として処理しております。 

なお、同基金の年金資産残高のうち、当社グループ

の加入人員割合に基づく、平成16年３月31日現在の年

金資産は20,758百万円であります。 

３．厚生年金基金の年金資産の額 

当社グループは複数事業主制度の外食産業ジェフ厚

生年金基金に加入しておりますが、当社グループの拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付

費用として処理しております。 

なお、同基金の年金資産残高のうち、当社グループ

の加入人員割合に基づく、平成17年３月31日現在の年

金資産は20,902百万円であります。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 71百万円 

未払事業所税 137 

賞与引当金否認 474 

確定拠出年金未払計上否認 249 

繰越欠損金  750 

その他 191 

繰延税金資産（流動）計 1,875 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 328百万円 

未払事業所税 151 

賞与引当金否認 414 

繰越欠損金  3,206 

その他 186 

繰延税金資産（流動）計 4,287 

繰延税金負債（流動）  

債権債務の相殺消去に伴う貸倒

引当金調整額 
0 

未収還付事業税 15 

繰延税金負債（流動）計 16 

繰延税金資産（流動）の純額 1,858 

繰延税金負債（流動）  

債権債務の相殺消去に伴う貸倒

引当金調整額 
0 

繰延税金負債（流動）計 0 

繰延税金資産（流動）の純額 4,287 

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額 3,331 

投資等損失引当金否認 177 

投資有価証券評価損否認 92 

固定資産未実現利益消去 1,198 

繰越欠損金 4,883 

その他 458 

繰延税金資産（固定）小計 10,140 

評価性引当額 △684 

繰延税金資産（固定）計 9,456 

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額 355 

投資等損失引当金否認 177 

投資有価証券評価損否認 63 

繰越欠損金 875 

その他 393 

繰延税金資産（固定）小計 1,865 

評価性引当額 △225 

繰延税金資産（固定）計 1,640 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 54 

固定資産圧縮特別積立金 135 

その他有価証券評価差額金 187 

その他 172 

繰延税金負債（固定）計 550 

繰延税金資産（固定）の純額 8,905 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 39 

固定資産圧縮特別積立金 135 

その他有価証券評価差額金 392 

その他 200 

繰延税金負債（固定）計 767 

繰延税金資産（固定）の純額 872 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.1％ 

住民税均等割 8.0 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
1.5 

連結調整勘定償却 2.3 

評価性引当額の増減等 △4.4 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
48.6％ 

法定実効税率 39.9％ 

住民税均等割 8.3 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
1.4 

連結調整勘定償却 3.6 

評価性引当額の増減等 △3.1 

過年度法人税等 2.1 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
52.5％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 
外食及び
食品 
（百万円）

建築 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 372,199 7,174 4,074 383,448 － 383,448 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
15 16,221 1,096 17,334 (17,334) － 

計 372,215 23,395 5,171 400,782 (17,334) 383,448 

営業費用 353,046 23,117 5,127 381,291 (17,719) 363,571 

営業利益 19,168 278 44 19,491 385 19,876 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出       

資産 224,491 8,289 9,698 242,479 1,848 244,328 

減価償却費 15,793 107 236 16,137 (662) 15,474 

資本的支出 14,491 123 105 14,720 (297) 14,422 

 
外食及び
食品 
（百万円）

建築 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 369,992 5,688 3,697 379,378 － 379,378 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
17 16,797 352 17,166 (17,166) － 

計 370,009 22,486 4,049 396,545 (17,166) 379,378 

営業費用 352,108 22,227 4,001 378,337 (17,502) 360,835 

営業利益 17,900 259 47 18,207 335 18,542 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出       

資産 221,456 1,534 2,459 225,450 4,115 229,566 

減価償却費 14,785 148 219 15,153 (582) 14,571 

資本的支出 14,380 143 134 14,658 (271) 14,386 



 （注）１．事業区分は売上集計区分によっております。 

２．各事業の主要な内容 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はそ

れぞれ5,853百万円及び5,447百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金預金及び有価証

券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

事業区分 主要な内容 

外食及び食品 レストラン等の経営、食品類の販売・運送 

建築 店舗の設計、施工、改修及び店舗設備のメンテナンス 

その他 店舗立地開発、保険代理業、塩ビ加工壁紙等の製造販売 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．㈱エス・エイチ・コーポレーションは、平成16年６月16日に当社株式を売却したため、当社の関連当事者で

はなくなりました。なお、上記議決権等の被所有割合は平成16年12月31日現在のものであります。 

２．上記の取引金額は、㈱エス・エイチ・コーポレーションが関連当事者であった期間の取引、また期末残高は

関連当事者でなくなった時点の残高をそれぞれ記載しております。 

３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

同社からの食材購入については、市場価格を参考に決定しております。 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

役員及び個人株主等 

 （注）１．小倉利之氏は、平成17年３月30日開催の定時株主総会で取締役に選任されましたが、平成18年１月31日をも

って取締役を辞任しております。 

２．上記の取引金額は、小倉利之氏が関連当事者であった期間の取引を記載しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記の取引は、第三者（芙蓉総合リース株式会社）の代表者として行った取引であり、価格等は一般取引条

件と同様に決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

法人主要

株主 

㈱エス・エ

イチ・コー

ポレーショ

ン 

東京都 

新宿区 
6,870 

食材等の

卸 

（被所有） 

直接 

7.2％ 

－ 

同社か

らの食

材購入 

食材等の仕

入 
36,685 

支払手

形及び

買掛金 

3,812 

属性 会社等の名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 小倉 利之 － － 

当社取締

役  

芙蓉総合

リース㈱

代表取締

役社長 

－ － － 

リース料及

び解約違約

金の支払 

864 － － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであり

ます。 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額（円） 822.17 861.02 

１株当たり当期純利益（円） 66.63 61.44 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円） 63.44 56.11 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 7,338 6,683 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 83 4 

（うち利益処分による役員賞与金） (83) (4) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,255 6,679 

期中平均株式数（千株） 108,887 108,711 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 5,473 10,327 

（うち新株予約権付社債） (5,473) (10,327) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

          ────── 株式会社トマトアンドアソシエイツの株式取得（子会

社化）について  

１．取得の目的 

当該会社は、アーリーアメリカンタイプのオーセン

ティックな洋食レストランとして、独自のコンセプト

を完成させており、当社グループにとってもテーブル

サービス市場でのシェアアップにおいて重要な役割を

期待できること、また同社は、近畿圏を中心に店舗展

開しており、約６割が関東地方に集中している当社グ

ループにとって、地域補完性という意味で、高いシナ

ジー効果が発揮できると判断し平成18年３月15日開催

の当社取締役会において株式会社トマトアンドアソシ

エイツの株式126,880株（発行済株式総数の100％）の

取得を決議し、同日付で同社の株主と株式譲渡契約を

締結いたしました。 

２．子会社となる会社の概要 

(1）商号      株式会社トマトアンドアソシエイツ 

(2）代表者    代表取締役社長 櫻木 博 

(3）所在地     京都府舞鶴市南浜町10番３ 

(4）事業内容    主にハンバーグやステーキを提供す

るレストラン、焼肉店等の直営によ

る店舗展開及びフランチャイザーと

して加盟店に対する原材料の供給と

経営指導 

(5）主な事業所  全国に112店舗 （FC店舗を含む） 

       （平成18年１月現在） 

(6）資本金    8,000万円 

(7）決算期      ９月30日  

(8）従業員数   1,902名（パート・アルバイト含む） 

       （平成18年１月現在） 

(9）収益の状況  売上高     8,245百万円 

 経常利益   101百万円 

 当期純利益  95百万円 

       （平成17年９月期） 

(10）資産、負債及び資本の状況      

 資産合計  5,390百万円 

 負債合計  4,683百万円 

 資本合計   706百万円 

       （平成17年９月30日現在） 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高の（ ）内は、一年内償還予定のもので内書であります。 

  

２．新株予約権付社債に関する事項は次のとおりであります。 

 なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代え

て、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が行使された

ときには、当該請求があったものとみなします。 

  

３．連結決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社すかいらーく 第８回無担保社債 
平成14年 

１月31日 

10,000 

(10,000) 

－  

  
1.10 無担保 

平成17年 

１月31日 

株式会社すかいらーく 第９回無担保社債 
平成14年 

５月31日 

10,000 

(10,000) 

－  

  
1.00 無担保 

平成17年 

５月31日 

株式会社すかいらーく 第10回無担保社債 
平成15年 

５月22日 

10,000 

  

10,000 

(10,000) 
0.44 無担保  

平成18年 

５月22日 

株式会社すかいらーく 第11回無担保社債 
平成15年 

５月22日 

10,000 

  

10,000 

  
0.63 無担保 

平成20年 

５月22日 

株式会社すかいらーく 第12回無担保社債 
平成17年 

５月27日 

－  

  

10,000 

  
0.74 無担保 

平成22年 

５月27日 

株式会社すかいらーく 

2011年満期ユーロ円

建転換社債型新株予

約権付社債 

 平成16年 

 ６月21日 

30,000 

  

30,000 

  
0.00 無担保  

 平成23年 

６月21日 

合計 － － 
70,000 

(20,000) 

60,000 

(10,000) 
－ － － 

銘柄 
2011年満期ユーロ円建転換社債型 

新株予約権付社債 

 発行すべき株式 普通株式  

 新株予約権の発行価額 無償 

 株式の発行価格（円） 2,905 

 発行価額の総額（百万円） 30,000 

 新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額（百万円） － 

 新株予約権の付与割合（％） 100 

 新株予約権の行使期間 平成16年７月５日～平成23年６月７日  

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

10,000 － 10,000 － 10,000 



【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は次のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 23,882 18,271 1.07 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 8,450 14,300 1.79 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 17,080 12,180 1.40  平成19年～平成22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 49,412 44,751 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 2,690 9,430 30 30 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   11,388   13,159  

売掛金   272   663  

商品   677   768  

仕込品   377   434  

原材料   1,611   1,479  

貯蔵品   481   473  

前払費用   3,561   3,489  

繰延税金資産   1,514   4,029  

未収入金 ※５  2,427   4,051  

その他   636   372  

貸倒引当金   △2   △2  

流動資産合計   22,946 11.1  28,920 14.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物 ※１ 106,851   106,961   

減価償却累計額  △49,749 57,101  △52,157 54,803  

構築物  25,089   24,848   

減価償却累計額  △15,631 9,457  △16,433 8,415  

機械及び装置  40,539   39,596   

減価償却累計額  △28,951 11,587  △28,895 10,701  

車両及び運搬具  137   137   

減価償却累計額  △104 32  △111 25  

工具器具及び備品  21,169   19,762   

減価償却累計額  △16,804 4,365  △15,795 3,967  

土地 ※１  20,250   20,663  

建設仮勘定   33   85  

有形固定資産合計   102,829 49.9  98,661 48.6 

２．無形固定資産        

特許権   47   41  

商標権   28   157  

ソフトウエア   1,669   1,630  

設備利用権   190   171  

電話加入権   333   331  

無形固定資産合計   2,269 1.1  2,331 1.1 

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

投資有価証券   5,718   5,362  

関係会社株式   12,067   16,797  

出資金   136   －  

長期貸付金   383   303  

従業員長期貸付金   0   －  

関係会社長期貸付金   25,056   19,615  

長期前払費用   2,362   2,111  

繰延税金資産   8,618   1,125  

敷金   13,924   13,653  

保証金   19,215   17,536  

店舗賃借仮勘定 ※２  117   140  

その他   755   679  

貸倒引当金   △8,603   △2,950  

投資等損失引当金   △1,627   △1,399  

投資その他の資産合計   78,126 37.9  72,975 36.0 

固定資産合計   183,225 88.9  173,968 85.7 

Ⅲ 繰延資産        

社債発行費   92   69  

繰延資産合計   92 0.0  69 0.0 

資産合計   206,265 100.0  202,957 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

買掛金    3,881   5,459  

短期借入金   18,950   18,250  

１年内返済予定長期借入金 ※１  5,850   14,300  

１年内償還予定社債   20,000   10,000  

未払金 ※５  7,332   6,250  

未払費用   7,992   8,113  

未払法人税等   975   1,676  

預り金   464   339  

賞与引当金   721   636  

その他   22   232  

流動負債合計   66,189 32.1  65,258 32.2 

Ⅱ 固定負債        

社債   50,000   50,000  

長期借入金 ※１  17,080   12,180  

預り保証金   2,202   1,262  

その他   192   105  

固定負債合計   69,474 33.7  63,547 31.3 

負債合計   135,664 65.8  128,806 63.5 

        

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  12,904 6.2  12,904 6.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  26,783   26,783   

資本剰余金合計   26,783 13.0  26,783 13.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  2,952   2,952   

２．任意積立金        

特別償却準備金  104   82   

固定資産圧縮特別積立金  205   205   

別途積立金  48,035   43,035   

３．当期未処分利益又は当期未
処理損失（△） 

 △2,408   5,844   

利益剰余金合計   48,888 23.7  52,119 25.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   264 0.1  592 0.3 

Ⅴ 自己株式 ※４  △18,240 △8.8  △18,248 △9.0 

資本合計   70,600 34.2  74,150 36.5 

負債・資本合計   206,265 100.0  202,957 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   281,905 100.0  279,628 100.0 

Ⅱ 売上原価        

期首仕込品及び商品たな卸高  871   1,054   

当期仕込品製造原価   82,264   83,274   

当期商品仕入高  3,780   3,976   

合計  86,916   88,306   

他勘定振替高 ※１ 222   306   

期末仕込品及び商品たな卸高  1,054 85,639 30.4 1,203 86,795 31.0 

売上総利益   196,266 69.6  192,832 69.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

配送費  1,256   682   

給料手当  16,818   16,033   

準社員給料  58,965   58,884   

賞与手当  4,940   4,494   

賞与引当金繰入額  653   573   

退職給付費用  1,528   1,594   

福利厚生費  6,044   5,870   

消耗品費  6,089   6,169   

賃借料  36,306   35,230   

水道光熱費  15,759   15,685   

減価償却費  11,293   10,332   

その他  21,395 181,052 64.2 22,211 177,762 63.6 

営業利益   15,214 5.4  15,070 5.4 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息 ※５ 459   512   

受取配当金 ※５ 449   229   

投資事業組合利益  203   －   

雑収入  545 1,657 0.6 499 1,242 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  505   597   

社債利息  434   202   

社債発行費償却  101   87   

雑損失  277 1,320 0.5 234 1,120 0.4 

経常利益   15,552 5.5  15,192 5.4 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

投資有価証券売却益  1,081   －   

店舗撤退損失補償金  137   106   

貸倒引当金戻入益  －   656   

関係会社株式売却益   －   1,052   

その他  0 1,219 0.4 248 2,064 0.8 

Ⅶ 特別損失        

固定資産処分損 ※２ 3,732   2,721   

賃借設備解約損  1,003   683   

貸倒引当金繰入額   26   1,989   

投資有価証券評価損  23   －   

役員退職慰労金 ※３ 78   －   

その他 ※４ 110 4,974 1.7 172 5,567 2.0 

税引前当期純利益   11,797 4.2  11,688 4.2 

法人税、住民税及び事業税  972   1,229   

法人税等調整額  4,822 5,795 2.1 4,761 5,991 2.2 

当期純利益   6,002 2.1  5,697 2.0 

前期繰越利益   1,289   1,451  

中間配当額   986   1,304  

自己株式処分差損   8,713   0  

当期未処分利益又は当期未処理
損失（△） 

  △2,408   5,844  

        



製造原価明細書 

 （注）１．原価計算の方法：当社の原価計算は組別総合原価計算によっており、その計算の一部に予定原価を採用し、

期末においてこれによる差額を調整のうえ、実際原価に修正しております。 

※２．主な経費 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  66,856 80.9 66,170 79.0 

Ⅱ 労務費  5,723 6.9 6,434 7.7 

Ⅲ 経費 ※２ 10,073 12.2 11,104 13.3 

当期総製造費用  82,654 100.0 83,710 100.0 

他勘定振替高  389  435  

当期仕込品製造原価  82,264  83,274  

      

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

支払配送費 5,424百万円 

減価償却費 1,184 

消耗品費 446 

電力料 461 

支払配送費 6,063百万円 

減価償却費 1,109 

消耗品費 475 

電力料 530 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年３月30日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期未処理損
失（△） 

  △2,408  5,844 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

特別償却準備金  25  23  

固定資産圧縮特別積立金  0  －  

別途積立金  5,000 5,026 － 23 

合計   2,617  5,867 

Ⅲ 利益処分額      

１．株主配当金  1,087  1,304  

２．役員賞与金  74  －  

（内監査役分）  (4)  (-)  

３．任意積立金      

特別償却準備金  4  －  

別途積立金  － 1,166 3,100 4,404 

Ⅳ 次期繰越利益   1,451  1,463 

      



重要な会計方針 

項目 前事業年度 当事業年度 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 （2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商 品 最終仕入原価法 

仕込品 総平均法による原価法 

原材料 月別総平均法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

（1）有形固定資産 

同左 

 建物 15～31年 

構築物 10～20年 

機械及び装置 ９年 

工具器具及び備品 ５～６年 

 

 （2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

（2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 社債発行費 社債発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間（３

年）で毎期均等償却しております。 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 

 (2）投資等損失引当金 (2）投資等損失引当金 

  関係会社等に対する投資等による損失

に備えるため、相手先の財政状態及び経

営成績等を考慮して、必要額を計上して

おります。 

同左 

 



項目 前事業年度 当事業年度 

 (3）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち、当期の負担額を計上して

おります。 

(3）賞与引当金 

同左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ取引について

は特例処理によっております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①通貨関連 

ヘッジ手段 為替予約取引 

      通貨オプション取引 

同左 

  

  

 ヘッジ対象 実質的に為替レート変

動の影響を受ける予定

取引 

  

 ②金利関連 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

  

  

 ヘッジ対象 借入金   

 ハ．ヘッジ方針 

為替予約取引及び通貨オプション取

引は、予定される海外よりの食材等の

調達取引高の範囲内において為替変動

リスクをヘッジする目的で、また、金

利スワップ取引は、変動金利借入金に

係る金利変動リスクをヘッジする目的

で行っております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ

開始時及びその後も継続して相場変動

が相殺されていることを確認すること

により、有効性の評価を行っておりま

す。ただし、特例処理によっている金

利スワップ取引については、ヘッジ有

効性の事後評価を省略しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 当事業年度 

           ────── 

  

 （貸借対照表） 

出資金は、従来区分掲記しておりましたが、資産の総

額の100分の1以下であるため、当事業年度より投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しております。な

お、当事業年度の出資金は１百万円であります。 

（損益計算書） 

投資事業組合利益は、従来営業外収益の「雑収入」に

含めて表示しておりましたが、営業外収益の100分の10を

超えたため、当事業年度より区分して表示しておりま

す。なお、前事業年度の営業外収益の「雑収入」に含ま

れる投資事業組合利益は５百万円であります。 

 （損益計算書） 

投資事業組合利益は、従来区分掲記しておりました

が、営業外収益の100分の10以下となったため、当事業年

度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりま

す。なお、当事業年度の投資事業組合利益は28百万円で

あります。 

  

前事業年度 当事業年度 

          ────── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号)に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割の合計額679百万円を販売費及び一般管理費と

して計上しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 当事業年度 

※１ 担保提供資産及び対応債務 ※１ 担保提供資産及び対応債務 

（担保提供資産）   

建物 58百万円 

土地 301 

計 359 

（対応債務）   

長期借入金 180百万円 

（うち１年以内返済予定 30） 

（担保提供資産）   

建物 58百万円 

土地 301 

計 360 

（対応債務）   

長期借入金 150百万円 

（うち１年以内返済予定 30） 

※２ 店舗賃借仮勘定 

新店出店の為の敷金保証金等で未開店店舗に関す

るものであります。 

※２ 店舗賃借仮勘定 

同左 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 ※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 390,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 118,000,000株 

授権株式数   普通株式 390,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 118,000,000株 

※４ 自己株式 ※４ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,286,478株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,291,050株であります。 

※５ 関係会社に関する事項 

関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※５ 関係会社に関する事項 

関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

未払金 2,151百万円 未収入金 2,494百万円 

未払金 2,217百万円 

 ６ 偶発債務 

①関係会社の運転資金の銀行借入に対する保証 

 ６ 偶発債務 

①関係会社の運転資金の銀行借入に対する保証 

保証先 金額 

㈱ジャパンカーゴ 132百万円 

保証先 金額 

㈱ジャパンカーゴ 76百万円 

②従業員の銀行借入に対する保証 ②従業員の銀行借入に対する保証 

保証先 金額 

すかいらーく従業員 11百万円 

保証先 金額 

すかいらーく従業員 6百万円 

③その他の銀行借入に対する保証 ③その他の銀行借入に対する保証 

保証先 金額 

大江戸温泉物語㈱ 1,350百万円 

フレッシュシステムズ㈱ 846 

その他 7 

計 2,204 

保証先 金額 

フレッシュシステムズ㈱ 780百万円 

その他 3 

計 783 

 



前事業年度 当事業年度 

 ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は264百万円で

あります。 

 ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は592百万円で

あります。 

８ コミットメントライン契約 

 当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融

機関９行との間で、コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントラインの総額 20,000百万円 

借入実行残高 17,000  

差引額 3,000  

８ コミットメントライン契約 

 当社は、機動的な資金調達を行うために取引金融

機関９行との間で、コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントラインの総額 20,000百万円 

借入実行残高 17,000  

差引額 3,000  



（損益計算書関係） 

前事業年度 当事業年度 

※１ 他勘定振替高 

株主優待券及び食事券の利用に対して提供した料

理原価であり、その他の経費（交際費他）に含まれ

ております。 

※１ 他勘定振替高 

同左 

※２ 固定資産処分損 

固定資産処分損の内容は廃棄・除却によるもの及

び売却によるものであり、内訳は次のとおりであり

ます。 

※２ 固定資産処分損 

固定資産処分損の内容は廃棄・除却によるもの及

び売却によるものであり、内訳は次のとおりであり

ます。 

（廃棄・除却によるもの） 

建物 2,339百万円 

構築物 312 

機械及び装置 417 

工具器具及び備品 193 

無形固定資産 13 

その他 182 

計 3,459 

（売却によるもの）   

建物 34百万円 

構築物 3  

機械及び装置 57  

工具器具及び備品  5  

土地  171  

その他 1  

計 273 

合計 3,732 

（廃棄・除却によるもの） 

建物 1,469百万円 

構築物 256 

機械及び装置 512 

工具器具及び備品 210 

無形固定資産 61 

その他 139 

計 2,650 

（売却によるもの）   

建物 48百万円 

構築物 7  

機械及び装置 14  

工具器具及び備品  0  

計 71 

合計 2,721 

※３ 役員退職慰労金 

役員退職慰労金制度廃止に伴う支給予定額であり

ます。 

※３               ────── 

  

※４ その他 

貸倒損失等であります。 

※４ その他 

同左 

※５ 関係会社に関する事項 

関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

※５ 関係会社に関する事項 

関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

受取利息 124百万円 

受取配当金 354 

受取利息 219百万円 

受取配当金 72 



（リース取引関係） 

前事業年度 当事業年度 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額（転貸リースを除く） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) 借主側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額（転貸リースを除く） 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物 115 73 41 

機械及び装置 771 647 124 

車両及び運搬
具 

12 8 4 

工具器具及び
備品 

6,253 3,064 3,188 

ソフトウエア 268 211 56 

計 7,421 4,005 3,415 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物 85 67 18 

機械及び装置 644 513 131 

車両及び運搬
具 

7 7 － 

工具器具及び
備品 

6,533 3,241 3,291 

ソフトウエア 159 122 36 

計 7,430 3,953 3,477 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

（注）上記の（ ）内は、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 1,336百万円 

  (16)  

１年超 2,258  

  (86) 

計 3,594 

  (103)  

（注）上記の（ ）内は、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 1,194百万円 

  (36)  

１年超 2,510  

  (133) 

計 3,705 

  (169)  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額（転貸リースを除く） 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額（転貸リースを除く） 

支払リース料 1,499百万円 

減価償却費相当額 1,404 

支払利息相当額 68 

支払リース料 1,670百万円 

減価償却費相当額 1,572 

支払利息相当額 79 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側（全て転貸リース） (2) 貸主側（全て転貸リース） 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16百万円 

１年超 86  

計 103 

２．オペレーティングリース取引 

借主側 

未経過リース料 

１年内 36百万円 

１年超 133  

計 169 

１年内 111百万円 

１年超 422  

計 533 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（税効果会計関係） 

 前事業年度 当事業年度 

 
貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 1,083 2,534 1,450 － － － 

関連会社株式  － － － 4,030 5,167 1,136 

前事業年度 当事業年度 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

繰延税金資産（流動）   

未払事業所税 108百万円

確定拠出年金未払計上否認 163 

賞与引当金否認 287 

繰越欠損金 750 

その他 204 

繰延税金資産（流動）計 1,514 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 269百万円

未払事業所税 113 

賞与引当金否認 253 

繰越欠損金 3,206 

その他 186 

繰延税金資産（流動）計 4,029 

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額 3,429 

投資等損失引当金否認 648 

投資有価証券評価損否認 50 

関係会社株式評価損否認 282 

繰越欠損金 4,622 

その他 101 

繰延税金資産（固定）計 9,134 

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金繰入限度超過額 1,176 

投資等損失引当金否認 557 

投資有価証券評価損否認 50 

関係会社株式評価損否認 3 

その他 74 

繰延税金資産（固定）計 1,862 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 54 

固定資産圧縮特別積立金 135 

その他有価証券評価差額金 175 

その他 149 

繰延税金負債（固定）計 515 

繰延税金資産（固定）の純額 8,618 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 39 

固定資産圧縮特別積立金 135 

その他有価証券評価差額金 392 

その他 169 

繰延税金負債（固定）計 736 

繰延税金資産（固定）の純額 1,125 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.1％

住民税均等割 8.3 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.2 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△1.2 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.1 

法定実効税率 39.9％

住民税均等割 8.3 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.4 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.1 

過年度法人税等 2.5 

その他 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.3 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額（円） 648.73 682.10 

１株当たり当期純利益（円） 54.44 52.41 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円） 51.83 47.86 

 前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 6,002 5,697 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 74 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (74) (－)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,927 5,697 

期中平均株式数（千株） 108,887 108,711 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 5,473 10,327 

（うち新株予約権付社債） (5,473) (10,327) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度 当事業年度 

事業分割について 

当社グループの経営資源の効率的かつ効果的な活用

を目的とし、中価格帯イタリアン業態を株式会社ジョ

ナサンに集結させ、統一的にマネジメントする体制と

するため、平成17年１月１日付で当社のスカイラーク

ガーデンズ事業（22店舗）を株式会社ジョナサンへ継

承させる会社分割を実施しました。 

 また、マーチャンダイジング機能の統合を図るた

め、同日付で、当社は株式会社ジョナサンより酒々井

工場及び昭島物流センターを譲受けいたしました。 

株式会社トマトアンドアソシエイツの株式取得（子会

社化）について  

１．取得の目的 

当該会社は、アーリーアメリカンタイプのオーセン

ティックな洋食レストランとして、独自のコンセプト

を完成させており、当社グループにとってもテーブル

サービス市場でのシェアアップにおいて重要な役割を

期待できること、また同社は、近畿圏を中心に店舗展

開しており、約６割が関東地方に集中している当社グ

ループにとって、地域補完性という意味で、高いシナ

ジー効果が発揮できると判断し平成18年３月15日開催

の当社取締役会において株式会社トマトアンドアソシ

エイツの株式126,880株（発行済株式総数の100％）の

取得を決議し、同日付で同社の株主と株式譲渡契約を

締結いたしました。 

２．子会社となる会社の概要 

(1）商号      株式会社トマトアンドアソシエイツ 

(2）代表者    代表取締役社長 櫻木 博 

(3）所在地     京都府舞鶴市南浜町10番３ 

(4）事業内容    主にハンバーグやステーキを提供す

るレストラン、焼肉店等の直営によ

る店舗展開及びフランチャイザーと

して加盟店に対する原材料の供給と

経営指導 

(5）主な事業所  全国に112店舗 （FC店舗を含む） 

       （平成18年１月現在） 

(6）資本金    8,000万円 

(7）決算期      ９月30日  

(8）従業員数   1,902名（パート・アルバイト含む） 

       （平成18年１月現在） 

(9）収益の状況  売上高     8,245百万円 

 経常利益   101百万円 

 当期純利益  95百万円 

       （平成17年９月期） 

(10）資産、負債及び資本の状況      

 資産合計  5,390百万円 

 負債合計  4,683百万円 

 資本合計   706百万円 

       （平成17年９月30日現在） 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優

先株式）  

岩塚製菓㈱ 

2,000 

305,000 

2,000 

467 

日本アジア投資㈱ 359,000 352 

㈱イクヨ 495,000 159 

大江戸温泉物語㈱ 3,000 150 

㈱ＣＳＫ 23,680 139 

未来証券㈱ 2,000 110 

㈱ハーフセンチュリモア 2,000 100 

共栄火災海上保険㈱ 357 99 

イハラサイエンス㈱ 50,000 92 

その他株式36銘柄 1,070,081 603 

小計 2,312,118 4,274 

計 2,312,118 4,274 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（優先出資証券）   

ミズホ・プリファード・キャピタル(ケ

イマン)２リミテッド 
10 1,000 

（投資事業有限責任組合等）     

６銘柄  14 87 

小計 24 1,087 

計 24 1,087 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）※１．バーミヤン十和田店等新規店舗開設、既存店舗業態転換等による増加であります。 

※２．新規店舗建設工事、既存店舗改修工事等による増加及び振替減少であります。 

※３．ガスト下高井戸店等の閉店等による減少であります。 

  ４．ソフトウェア及び長期前払費用については、当期末償却完了分は当期末残高に含めていますが、前期末償

却完了分は前期末残高から控除して記載しております。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末

残高 

（百万円） 

有形固定資産        

建物 106,851 ※１ 5,248 ※３ 5,138 106,961 52,157 5,215 54,803

構築物 25,089 596  836 24,848 16,433 1,314 8,415

機械及び装置 40,539 ※１ 2,362 ※３ 3,305 39,596 28,895 2,634 10,701

車両及び運搬具 137  5  5 137 111 12 25

工具器具及び備品 21,169  1,550 ※３ 2,957 19,762 15,795 1,699 3,967

土地 20,250  412 － 20,663 － － 20,663

建設仮勘定 33 ※２ 9,898 ※２ 9,846 85 － － 85

有形固定資産計 214,071  20,075  22,090 212,055 113,394 10,877 98,661

無形固定資産        

特許権 50 － － 50 8 6 41

商標権 70 150 － 221 63 21 157

ソフトウエア 2,597 550 356 2,792 1,161 532 1,630

設備利用権 269 2 6 265 94 17 171

電話加入権 333 － 2 331 － － 331

無形固定資産計 3,320 704 364 3,660 1,328 577 2,331

長期前払費用 4,146 212 127 4,230 2,119 392 2,111

繰延資産        

社債発行費 197 63 117 144 74 87 69

繰延資産計 197 63 117 144 74 87 69



【資本金等明細表】 

 （注）※１．期末日現在における自己株式数は9,291,050株であります。 

※２．当期増加額及び当期減少額は、前期利益処分によるものであります。 

※３．当期減少額は、前期利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）※１．当期減少額（その他）は、個別債権の損失発生見込額と確定損失との差額であります。 

     ※２．当期減少額（その他）は、貸倒引当金への振替による減少であります。 

        ※３．当期減少額（その他）は、スカイラークガーデンズ事業の会社分割による減少であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 12,904 － － 12,904 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式※１ （株） (118,000,000) (－) (－) (118,000,000) 

普通株式 （百万円） 12,904 － － 12,904 

計 （株） (118,000,000) (－) (－) (118,000,000) 

計 （百万円） 12,904 － － 12,904 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 20,330 － － 20,330 

合併差益 （百万円） 6,452 － － 6,452 

計 （百万円） 26,783 － － 26,783 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 2,952 － － 2,952 

（任意積立金）      

特別償却準備金※２ （百万円） 104 4 25 82 

固定資産圧縮特別積立

金※３ 
（百万円） 205 － 0 205 

別途積立金※３ （百万円） 48,035 － 5,000 43,035 

計 （百万円） 51,297 4 5,025 46,276 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金※１ 8,605 2,217 7,212 656 2,952 

投資等損失引当金※２ 1,627 － － 228 1,399 

賞与引当金※３ 721 636 717 4 636 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

①資産の部 

(イ）現金及び預金 

(ロ）売掛金 

 食材の売却及びクレジットカードによる売上等に係わるものであります。 

(a）相手先別内訳 

(b）回収及び滞留状況 

 （注）回収率及び滞留日数算出方法 

区分 金額（百万円） 

現金 3,730 

銀行預金  

当座預金 4,524 

普通預金 4,819 

定期預金 84 

小計 9,428 

合計 13,159 

相手先名 金額（百万円） 

㈱ジョナサン 261 

㈱クオカード 106 

ニラックス㈱ 70 

㈱ジェフグルメカード 60 

㈱ビルディ 34 

その他 129 

計 663 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留日数（日） 

272 18,536 17,873 663 95 12.87 

回収率 ＝ 
当期回収高 

× 100 
前期繰越高 ＋ 当期発生高 

滞留日数 ＝ 
当期末残高 

× 30 
当期発生高   × １／12 



(ハ）たな卸資産 

(a）商品 

(b）仕込品 

(c）原材料 

(d）貯蔵品 

(ニ）関係会社株式 

品名 金額（百万円） 

人形玩具菓子等 452 

たばこ 316 

計 768 

区分 金額（百万円） 

店舗 198 

工場 236 

計 434 

区分 金額（百万円） 

工場 

店舗食材 155 

主要材料 

その他 

151 

4 

店舗 店舗食材 1,167 

計 1,479 

品名 金額（百万円） 

感圧紙、包装材他 467 

ユニフォーム 6 

計 473 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジョナサン 9,278 

㈱小僧寿し本部 3,593 

ニラックス㈱ 1,170 

㈱ビルディ 800 

雲雀國際股份有限公司 518 

その他 1,436 

計 16,797 



(ホ）関係会社長期貸付金 

(ヘ）敷金 

(ト）保証金 

②負債の部 

(イ）買掛金 

(ロ）短期借入金 

（注）㈱東京三菱銀行と㈱ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日付の合併により、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となってお

ります。 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジョナサン 6,000 

ニラックス㈱ 5,489 

ひばり開発 4,100 

㈱ビルディ 1,800 

㈱すかいらーくＤ＆Ｍ 800 

その他 1,426 

計 19,615 

内容 金額（百万円） 

店舗 13,064 

本部 550 

その他 38 

計 13,653 

内容 金額（百万円） 

店舗 17,058 

本部 386 

その他 91 

計 17,536 

相手先 金額（百万円） 

  ㈱エス・エイチ・コーポレーション（工場原材料他） 4,788 

 その他 670 

計 5,459 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 4,590 

㈱新生銀行 3,195 

㈱東京三菱銀行 2,645 

農林中央金庫 2,295 

その他 5,525 

計 18,250 



(ハ）１年内返済予定長期借入金 

(ニ）社債（１年以内償還予定の社債を含む） 

 社債の内容は、「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「⑤ 連結附属明細表」「社債明細表」に記

載のとおりであります。 

(ホ）長期借入金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 3,900 

農林中央金庫 2,600 

㈱新生銀行 1,720 

㈱りそな銀行 1,200 

㈱三井住友銀行 1,100 

㈱ＵＦＪ銀行  1,100 

その他 2,680 

計 14,300 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 1,800 

農林中央金庫 1,000 

㈱新生銀行 860 

㈱りそな銀行 610 

㈱横浜銀行 575 

㈱三井住友銀行 520 

㈱ＵＦＪ銀行  520 

その他 6,295 

計 12,180 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．平成18年３月30日開催の定時株主総会において定款の一部変更が決議され、「電子公告制度の導入のための商

          法等の一部を改定する法律」（平成16年法律第87号）に基づき、公告の方法を電子公告にいたしました。 

         ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載

     してこれを行うこととしております。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株未満券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 
東京証券代行株式会社 本店 

代理人 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料  

満欄によるもの 無料 

上記以外のもの 100円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番２号 
東京証券代行株式会社 本店 

代理人 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

買取手数料 別途定めによる１単元当たりの売買委託手数料を買取単元未満株式数で
按分した金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年６月、12月の各末日の1,000株以上所有株主に対し、毎回一律12千円相

当（１枚500円の食事券24枚）の株主優待券を贈呈する。 

毎年６月、12月の各末日の100株以上1,000株未満所有株主に対し、25％の

割引優待券３枚を贈呈する。 



   ２．平成18年３月31日付で、株式の名義書換代理人を東京証券代行株式会社からみずほ信託銀行株式会社に変更い

     たします。なお、変更後の取扱場所、代理人及び取次所は次のとおりであります。 

 取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号  
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株式の名義書換え 代理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号   

みずほ信託銀行株式会社  

 取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

 取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号   

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

単元未満株式の買取り 代理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号    

みずほ信託銀行株式会社  

 取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店  

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第43期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月30日関東財務局長に提出。

(2）訂正発行登録書 

平成17年３月30日関東財務局長に提出。 

(3）発行登録書 

平成17年４月21日関東財務局長に提出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年５月12日関東財務局長に提出。 

(5）訂正発行登録書 

平成17年５月12日関東財務局長に提出。 

(6）発行登録追補書類 

平成17年５月16日関東財務局長に提出。  

(7）有価証券報告書の訂正報告書  

平成17年５月25日関東財務局長に提出。   

(8）訂正発行登録書 

平成17年５月25日関東財務局長に提出。   

(9）半期報告書 

（第44期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月９日関東財務局長に提出。 

(10）訂正発行登録書 

平成17年９月９日関東財務局長に提出。 

(11）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年12月１日 至 平成16年12月31日）平成17年１月12日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日）平成17年２月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）平成17年３月14日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年３月30日 

株式会社 すかいらーく    

 取 締 役 会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 吉田 修己   印 

 関与社員  公認会計士 海老原 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社すかいらーくの平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社すかいらーく及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年３月30日 

株式会社 すかいらーく    

 取 締 役 会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉田 修己   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 海老原 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社すかいらーくの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社すかいらーく及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年３月30日 

株式会社 すかいらーく    

 取 締 役 会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 吉田 修己   印 

 関与社員  公認会計士 海老原 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社すかいらーくの平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

すかいらーくの平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年３月30日 

株式会社 すかいらーく    

 取 締 役 会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉田 修己   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 海老原 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社すかいらーくの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

すかいらーくの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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